
4.4 貨物量の輸出入コンテナ積載車両数への変換

4. 4. 1 はじめに

一般に、港湾取扱輸出入コンテナ貨物量は、輸出入業務による申告により、

トン数ベースで詳細に把握されている 4 20 。しかし、輸出入コンテナ輸送時

の道路突通量に相当する、輸出入コンテナの港湾取扱個数に関するデータは随

時入手可能でない(業界による調査に依存する)

そこで、本節では、総出入コンテナ貨物量(トン数)から道路交通量(コン

テナの個数)を割り出すための貨物積載量換算単位(トン/TEU) を考え，.， 

これを用いた推定道路交通量の算出を検討する 4 22 。

なお分析には、(社)臼本海上コンテナ協会調査 4 18 による、最近の 3年間

(昭和60年-62年)の貨物量(トン)とコンテナ個数 (TEU:20ft]/汁換算個数)

の比較に基づく。

4.4.2 輸出入コンテナの貨物積議量換算単位

輸出入コンテナ貨物量の増加等による道路交通への影響を評価するには、コ

ンテナ車による道路走行台数(コンテナの個数)を推定する必要がある。ここ

で、貨物量は既知として与えられると仮定したときに、輸出入コンテナの貨物

積載量換算単位を用いて、コンテナ車の道路走行台数を求める方法を考える 。

( 1 ) 貨物積載量換算単位の考え方

(a)算出方法

輸出入コンテナに積載される貨物量は、厳密には個々の荷主の出荷ごとに異

なっている。しかし、 3. 2節及び 4. 3節の分析に基づけば、輸出入コンテ

ナの積載貨物置は、輸出入の別や港湾の背後圏ごとに集計すれば、それぞれの

地減における経済 産業の特性から、統計的に固有の値を持つと予想される。
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例えば、港湾に出入する輸出入コンテナ貨物量とコンテナ個数の数値が集計

されていたとすれば、輸出入コンテナ 1個当たりの平均的な貨物積総量は、次

式によって求めることができる。

{輸出入3ンテナの貨物積載量(トン/TEU)}= 

{港湾取級輸出入3ンテナ貨物量(トン)の実績値}

{港湾取扱輸出入]/1ナ個数(TEU)の実績値}
(4 -12) 

によって求めることができる。この式 (4-1 2 )の値が、経年変化，港湾の

相違，輸出と輸入，季節変化等の属性を考えたとき、マクロ的な安定性‘>l を

持つならば、それを換算単位として用いることにより、港湾取扱貨物量に対す

るコンテナ車による総交通量の推定が可能となる。

(b)輸出入コンテナの貨物積議量

輪出入コンテナの貨物積総量の現状 4-1 8 ~ を図 4 -2に示す。ここでは、経

年変化や季節(月)変動の有無は明確でないが、港湾及び輸出と綿入の相違によ

る変動は考えられる。よって、貨物積載量換算単位の決定には、これらの属性

による変動の有無を確認する必要がある。

( 2 ) 貨物積載量換算単位算出における変動要素

(a)輸出愉入の相違と季節(月別)変化による変動

帰無仮説として、①輸出・愉入の相違によって貨物積載量に差がない、②季

節変化によ って貨物積載量に差がない 、の 2つを考え、昭和62年の12ヶ月分の

輸出入コンテナの貨物積載量の実績値4 18 (図 4-2参照)を輸出入別月別に

分類し、分散分析を適用した。その結果から、輸出と輸入には差があり、季節

変動は確認できないと判断できる(表 4-6参照)。
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(b)港湾の相違と経年変化の変動

-東京

・横浜

帰無仮説として 、①港湾の相違によって貨物積載量に差がない、②経年変化

によって貨物積載量に差がない、の 2つを考え、過去36ヶ月分の輸出入コンテ

ナの貨物積載量の実績値.1 t 8 (図 4-2参照)を港湾別経年別に分類し、分散

分析を適用した。その結果から、港湾別の差は顕著であり、短期経年変化は輸

入で認められると判断できる(表4-7. 8参照)。

口清水

以名古屋

-四日市

。大阪

+神戸

ー北九州

×全集計

表4ー 7 港湾の相違と経年変化による変動の分散分析(輪出)

~: 平方和 | 自由度 ! 不偏分散 I (~λt 
全変動 1884.831 287 ; 

港湾の相違
1484.31 ! 7 i 212.0441 

164.758' 

による変動 (2.708) 

経年変化に
1.5561 

1.209 

よる変動
3.11220 

(4. 686 ) 

交互作用に
57.6453 ; 14 ; 4.118 ; 

3 . 199・

よる変動 ( 2 . 152 ) 

残 差 339.768 264 ! 1. 287 

注 1 )昭和 60-62年実績値 4←， 8 )を分析. * : 1 %有意
注 2)愉出貨物，港湾別，年別. 36ヶ月分の 288γ-9

年月(西暦〉

図4-2 輪出入コンテナの貨物積載量の現状
輸出入別，港湾別.36'1月の576ヂサ4-1 aより作成
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表4-6 繍出入の相違と季節(月別)変化による変動の分散分析

表4-8 港湾の相違と経年変化による変動の分散分析(輸入)

---------
平方和 |自由度 |不備分散|(?fFI) 

全変動 2658.15 19 1 

輪出・輸入
315.362 ! 315.3621 

23.076・

による変動 ( 6 . 788 ) 

季節変化に
31.4310 1 11 2 . 857 

0.209 

よる変動 ( 2 . 358 ) 

交互作用に
15.4023 ; 11 ; 1.400 j 

0.102 

よる変動 ( 2 . 358 ) 

残 差 2295.96 1 68 1 13.666 ! 

注 1)昭和 62年実績値 4 づ引 を分析. * : 1 %有意
注 2)輸出入別，月別，港湾別. 12ヶ月分の 192γ-9

---------
平方和l自由度 |不偏分散|(?fFZ)

全変動 3818.021 287 1 

港湾の相違
3169.28・ 7・ 452.754

222.818・

による変動 (2.708) 

経年変化に
2 17 . 115 

8.423・

よる変動
34.2306! 

(4. 686) 

交互作用に
78.0756 14 i 

2 . 745・
5 . 577 ; 

よる変動 ( 2 . 1 52 ) 

残 差 536.433 264 ! 2 . 032 ! 

注 1 )昭和 60-62年実績値 4 - I 8 )を分析. * : 1 %有意
注 2)輸入貨物，港湾別，年別. 36ヶ月分の 2881'-ヲ
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(3 ) 貨物積総量換算単位の決定 (b)貨物積載量換算単位による輸出入コンテナの推定交通量の精度

(a)貨物積載量換算単位の算出 昭和60年実績値， '8、に よる貨物積載量換算単位値(図 4-3参照)を用いて、

昭和62年の愉出入別港湾別コンテナの年間総交通量を推定し、その誤差を調べ

ると図 4-4となる。これによれば、取り扱い貨物量の少ない港湾(四日市港、

北九州港)を除けば、推定値の誤差は小さい。よって、今回算出した貨物積歳

量換算単位による推定交通量の推計精度は、短期的には妥当なものであると考

えられる。

以上の結果より、輸出入コンテナの貨物積載量換算単位は、港湾別輸出入

別に求めるのが適当と判断できる。そこで、最近の 3年間のデータ 4 パ によ

る貨物積載量換算単位値を、各年別に算出すると図 4-3となる。全般的に、

(輸出) > (輸入)の傾向があるが、東京港の場合は両者がほぼ等しく、四

日市港では逆転している。輸出入別港湾別に値が異なる理由は、輸出入品目の

相違、各港湾の背後圏における産業情造の相違によると考えられる。これらの

要素は、長期的に見れば次第に変化して行くものである。したがって、輸出入

コンテナの貨物積議量換算単位は、短期的な範囲内で用いるのが適当と考えら

れる。
15 

|圃輸出 図輸入 i
10 

_._ S60 
=旦
茎 5

日
U

%
)
 
R
V
 

一10.1.--=
東京 横浜清水名古屋四日市大阪神戸北九州

(港湾)

図4-4 貨物積議量換算単位による輸出入コンテナの
港湾別推定年間交通量の誤差
昭和60年換算単位により昭和62年を推定
その推定値と昭和62年実績値4 18 を比較
図4-3データにより作成

図4-3 輸出入コンテナの貨物積裁量換算単位
過去3年間のデータ.18 から式 (4-12)により算出
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にあり、昭和62年時点ですでに8000台に迫っている。これは、実際の道路の交

通量と比較するとかなりの規模である (図4-5参照)。 しかし 、最近の外貿

4. 4. 3 輸出入コンテナ輸送による道路交通量の推定

コンテナ船の輸送及び荷役能力 4 三号 ( 20ftコンテナを3000個以上積載し、l日でそ

のすべてを積み降ろし可能)と東京港ー績浜港d れ の規模をから判断すると、

この推定値は妥当と考えられる。特に、港湾エリアに直結するような道路(例

えば、国道 15号等)では、図 4-5に示された輸出入コンテナによる受通量

のほとんどが、日々生じていると考えられる。輸出入コンテナによる交通量は、

都市内全体における交通量と比較すれば、問題とならない規模であるが、 2宣言

で述べたように、港湾至近の幹線道路にはそのすべてが集中することになるの

で、大都市臨海部の道路交通量におけるシェアでは、決して無視することはで

年(昭手口)

貨物積載量換算単位による輸出入コンテナ輸送の推定交通量
(TEU/日)と一般道路交通量(台/臼)の関係
東京港・横浜港の取扱貨物量を式 (4-1 3)に適用
輸出入コンテナの推定交通量は、 1日あたりのTEU単位個数
一般道路交通量は大型貨物自動車(5トン以上)による交通量
指弧内の地名は各道路の交通量観測地点
図4-3のデータと実績値tl. : e 24 により作成

127ー

-@・輸出入コンテナ推定交通量.

{首都高速(羽田3丁目)

...国道246号(二子橋)

ー・ー 国道15号(六郷橋)

--国道17号(戸田橋〉

-".国道6号(新葛飾橋)

本貨物積載量換算単位は

昭和60年値を適用

ー 産業道路(大師橋)

きない存在と考えられる(章末補注③参照)。

62 

16000 

512888 

量1四回

/ 8000 t--... 

6000ト戸#竺ち《三一
E ・.~圃r. ・6

中 [_A___.~_:_~;'コ・叫〈: 二月5

28;;亡一一
61 
-
60 

図4-5

18000 

貨物積載置換算単位による道路交通量の算出

4.4.2節で求められた、輸出入コンテナの貨物積載量換算単位(図 4-

3参照)を用いれば、港湾で取り扱われる輪出入コンテナ貨物量(トン)に対

三二 Z 
港湾輸出入

応する道路交通量 (TE U)を推定することができる。例えば、港湾における

年間の輸出入コンテナ貨物量から 1日交通量を求めるとすれば、次式となる。

(4 - 1 3) 

輸出入コンテナによる推定交通量 (TEU/日)は、最近の 5年間では増加傾向

輸出入コンテナ貨物量培加が直接影響 を及ぼすのは、大都市臨海部の港湾周

辺の道路と予怨される。そこで、東京港と 横浜港を例に、式 (4-1 3 )によ

り最近の 5年間の輸出入コンテナ貨物量.:~ 20)による道路交通量 (TEU/日)を

推定し、港湾周辺の道路(首都高速，産業道路，国道15号)及びその他の道路

(国道E号，国道17号，国道246号)による、大型貨物自動車(5トン以上)の

交通量(台/ 日).: 2 a とともに示すと図 4-5となる。

率コンテナ埠頭の年間実質稼動日数:休・祭日を除く年間平日数(土曜日は半日)

の
数
頭
目
埠
動
ナ
稼
テ
質
ン
実コ
「ーロ丙M勺J入ハけ出量品開物別貨湾ナ港テ間ン年コ

(b)輸出入コンテナ紛送による道路交通量の推定

輸出入コンテナ輸送による交通量 (TE U/日)= 
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(a) 道路交通量の算出方法

( c )推定受通量の信頼性

( 1 ) 



( 2 ) 輸出入コンテナ貨物量増加による道路交通への~響

実際の道路の交通量を輸出入コンテナの交通量増加と対比させると(図 4-

5参照)、東京港と績浜港の連絡路になっている首都高速，国道15号，産業道

路の交通量が場加傾向にあり、輸出入コンテナ愉送との関連性が考えられる。

しかし、港湾から離れた位置にある、その他の道路の傾向は異なっている。

以上の結果から、特に港湾周辺におる幹線道路の交通量は、輸出入コンテナ

輸送との密接な関係を持っていると考えられる。したがって、今後、輸出入コ

ンテナ貨物量の堵加が継続して行けば、それらの道路における他の交通への圧

迫、輸出入貨物流通の阻害等により、大都市臨海部における新たな交通問題を

生じる可能性が考えられる(2章参照)

4.4.4 本節のまとめ

本節は、港湾で取り級われる輸出入コンテナ貨物量が、どれだけの道路交通

量(コンテナの個数 ;TEU数)を生じるかについて、貨物積載量換算単位に

より推定する方法を提案した。

分析の結果、貨物積蔵量換算単位は、港湾別輸出入別に算出した値を用いれ

ば、推定される道路交通量の精度は高いことが明らかになった。例えば、港湾

出入貨物量をベースにした、貨物積載量換算単位による推定交通量の推移は、

港湾周辺の幹線道路の交通量増加に対応している(図 4-5参照)。

このように、貨物積載量換算単位を用いる方法は、単純で集計的な方法であ

るが、港湾出入総貨物量の推定が妥当なレベルであれば、交通量の推定方法と

しての実用性は高いと考えられる。しかし、本節の分析は、 4. 2節で述べた

ようにデータの制約から港湾別輸出入別単位として求めたが、より厳密には、

品目や港湾・背後圏の特性による相違が考えられ、この点は今後の課題である。

なお、本節では、輸出入コンテナの交通量はTEU単位として扱ったが、道

路を走行する車両の厳密な台数は、さらに、 TEU数をサイズ別に振り分ける

必要がある(図 4-1参照)。それに必要となるコンテナサイズ選択モデルに

ついては、 4. 6節で詳細に議論する。
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4.5 輸出入コンテナ積載車両の交通量分布の把握

4. 5. 1 はじめに

本節は、園内諸地域における輸出入コンテナ積裁車両(コンテナ車)の交通

量分布を把握すること目的とする。 <26 。

コンテナ車の交通量は、主として貨物の出荷や入荷という企業行動により生

じているため、日々変動している。よって、実態調査等においては、調査期間

内に出荷や入荷が生じなければ、それに対応するコンテナ車の交通量は、サン

プルには表われない。したがって、交通量が観測されなくても、その存在は無

視できない。

このような問題に対して、欧米ではトピットモデルが広く用いられている。

このモデルは、重回帰モデル等の観測値に直接対応するモデルとは異なり、個

々のサンプルの潜在的可能性を、確率に基づく期待値によって示す手法である。

したがって、出入荷などの偶発的な企業行動が反映する、コンテナ車の交通量

分布には、トビットモデルの適用が必要と考えられる。

以上により、本研究では、コンテナ車による交通量分布のモデル化にトピッ

トモデルを適用するとともに、その有効性についての検討も行う。

4. 5. 2 繍出入コンテナ積載車両の交通量分布

( 1 ) 交通量分布の特性

(a) 0 D分布の地理的特性

コンテナ車の交通のODは、その一方が港湾であり他方が内陸の諸地減(市

区町村等)である。したがって、港湾周辺には背後圏全体からの貨物が集中す

るため、コンテナ車による交通量が多量に生じている '9 (3. 2節参照)。

また、日本では、輸出入コンテナ貨物の膨大な需要が生じている大都市圏と

外貿港湾が隣接しているため、様々な都市交通が幅湊して混雑の激しい都心周

- 12 9 



とを意味している。コンテナ車の交通畳分布が、港湾から比較的近距離な地域

に集中する傾向を示すことには(図 4-6参照)、上述した都市と港湾の地理

的な関係に加えて、このような輸送の利便性の相違による彫響を考える必要が

辺部の地域に、コンテナ車の交通量の分布が集中する結果となっている a 円》

(図 4-6参照)。

ある。(b)輸送の利便性

積み替え輸送による交通量の発生( 2 ) コンテナ車の交通量分布に関する研究には、都道府県をODとした渡辺らの

渡辺らの研究<e によれば、コンテナ車により輸送される貨物の中には、そ

のトリップの末端の地援で生産・消費される貨物のみならず、他の地減で生産・

研究.9 がある。この例では、①交通量分布の基本的要因として地域の荷主数、

②抵抗要素として港湾までの距離を変数とした 、グラピティモデルを適用し

( 3. 2節参照)、良い相関を得ている。

この結果に基づけば、コンテナ車の交通量は、各地緩における諸活動の規僕 消費される貨物も存在することが指摘されている。これは、積み替え愉送と呼

ばれており、貨物が生産・消費される地域と、コンテナに対する貨物の詰め・

取り出し地域が異なる場合を指している。積み替え輸送の生じる要因は、主に

に比例し、港湾までの距離に反比例すると判断できる。これは、輸送距離の大
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都道府県単位集計による積み替え輸送率
この図は、図3-10と同じ図であるが、
図4-6と対比するため、再度引用した。
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図4-7
コンテナ車の受通量分布
昭和61年実績値4 161より作成

首都圏市区町村単位集計
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ではAmemiya(1984)らの研究， B により、理論的に体系化されている。

そこで、本研究では、コンテナ車の潜在的な交通量分布に対して、トピット

輸送コストの低減と考えられている 4 只。例えば、各都道府県における積み替

え輸送のシェアを調べると、港湾から遠方にある地域ほど、その比率が高まる

モデルの適用を考える。

トピットモデルの適用

社会現象の調査等においては、目的変数が、上限，下限といった限界を持つ

ことがある。この場合、観測値は、その限界値から上方もしくは下方に幅広く

トピットモデルの概要

4. 5. 3 

( 1 ) 

傾向を示している(図 4ー 7，3. 3節参照)。よって、ある地域に分布するコ

ンテナ車の交通貨には、その地域において生産・消費される貨物とともに、積

( 3 ) 

み替え輸送により他の地域で生産・消費される貨物も考慮しなければならない。

潜在的交通量の存在

分布する(図 4-6参照)。このような場合、その説明変数は、①目的変数が限

界値をとらない場合における変数値と、②目的変数が限界値をとる場合の確率、

ロ

卜ピットモデルの概念
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ロ観測値

・ トビ‘ットモデル
の期待値

ートビ.ツトモデル
の線形結合

一線形回帰モデル

L:下限値

W 

L 

(a)出入荷頻度・規模の不確実性

一般に、実態調査等における交通量の観測期間には限界がある。ところが、

貨物の出入荷のタイミングや規模は、個々の企業の事情に依存するため、実態

は、

調査期間中にコンテナ車の交通量が観測されない地域においても、その潜在的

減少して行く傾向が示されている。しかし、ほとんどの距離帯において交通量

が0もしくはごく僅かである地域が多数存在している。このような地域におい

ても、調査期間外に貨物の出入荷が行われれば、より多くのコンテナ車の交通

交通量を考慮する必要がある。逆に、交通量が観測された地域においても、そ

の交通量が平均的なものであるという保証はない。

例えば、図 4-6ではコンテナ車の交通量分布が、輸送距離の渚加とともに

ため、その分布のモデル化には、サンプルの観測値には表われない潜在的な交

その推定値は、確率に基づく期待値によって示すという方法を開発した。これ

トピットモデルと呼ばれており、計量経済学の分野で普及している。最近

以上のように、コンテナ車の交通置は、企業活動の不確実性が反映している

このような問題に対して、欧米では積極的な試みがなされている。 J.Tobin(

1958)' " は、観測値に表われない潜在的可能性を確率モデルにより表現し、

ヮ“つu

(b) 潜在的交通量分布のモデル化

量が生じる可能性は十分に考えられる。

通量も考慮する必要がある。



の双方に影響を及ぼすと考えられる。 J.Tobin(1958)'07 は、世帯主の収入と

耐久消費財等の消費の関係について、このような視点からモデル化を試みた。

彼の方法では、まず、世帯主の消費量(W)が観測される場合において、 Wは、

収入 (X)に関連すると仮定し、 Xの線形結合を平均とする確率モデルで表現す

る。さらに、 Wが観測されない場合の確率は、その線形結合と Wの下限値(L 

= 0)の偏差によって示す(図 4-8参照)。これよりモデルの推定値は、得ら

れた確率モデルから、その期待値として表現される(図 4-8参照)。

したがって、回帰モデルでは推定値が負になってしまう場合においても、ト

ピットモデルにおいては現実的な推定値が存在し、かつ、目的変数と説明変数

の関係は非線形で表現可能である(図 4-8参照)。

F(u;Y，L)=Q )
 

E'u 
〈nu 
(
 

Y-L 
F(L;Y，L)=Q{一一一一)

U 
(u=L) (4 -1 6 ) 

Y-u 
F(u;Y，L)=Q{一一一}

σ 
)
 

r
b
 

〉H
U
 
(
 

1 Y-u 
f(u;Y，L)=一一Z{一一一}
σσ  

)
 

官

L〉HU
 
(
 

(4 -1 7 ) 

(2 ) トピットモデルの導出

u 確率変数

a 標準偏差 (a2 :分散)

P 標準正規分布関数

Q : l-P 

Z :標準正規密度関数

(a)確率モデル

( b )尤度関数

まず、 Wを下限Lが存在する目的変数とし、 Yを独立な説明変数(X、，X.，… 

，Xm ) の線形結合とする。

Y=β。+β ，X，+…+β ，X，+…+βmXm (4 -14) 

ここで、下限 Lでの観測値のサンプルは q個とする。個々のサンプルは、そ

れぞれ下限(L，' )と同じ値をとる目的変数(W，')及び、独立変数(X，" ，X.，' ，…， 

Xm，' )とその線形結合(y，')により表現する。ただし、 i= 1，…，qである。また、

下限 Lを越えるWに対するサンプルは r個とし、それぞれ(W，，L， ，X， ， ， X.， ，…， 

Xm， ，Y，)として同様に記述する。ただし、 j= 1，…， rである。

これより、サンプルの尤度関数(O)を定義すると

β， :パラメータ(i= 1，…，m) 

β。:定数項

さらに、未知な変数をランダムなものとして Eで示すと、 WとYの関係は次の

ように表現することができる。ここで、 YをWの分布の平均と仮定すれば、 世(β ，β ，，βε，…， βm， a 2) 

q 

= rr F(L ';Y '，L ') rr f(W ;Y"L ) 
W=L (Y - e く L)

(Y ー ε~ L) 

，-， 

W=Yー ε (4ー 15 ) 1 y，'ーL.' 1 Y-W 
= rr Q{一一一一一 )口一一Z{一一一一} (4 -18) 

U ， ， a U 

となる。さらに、 E は正規分布に従うと仮定すれば、 W に対する確率分布関数

(F)及び、対応する確率密度関数(f)は、以下となる。 となる。よって、式(4 -18)を対数尤度化し、適当な初期値を与えてニユ
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一トンラフソン法等による繰り返し計算を行なえば、最尤推定によるパラメー

タを得ることができる。

( c )期待値

次に、 YとLが与えられたときのWの期待値(E)は、

f 臼3

Y-L ¥ u Y-u 
E(W;Y，L)=LQ{一一一)+ ¥ 一一Z{一一一 )du

a ，a σ 
./L 

と表現される。ここで、上式に変数変換を行えば、

Y-L Y-L 
E('tI;Y， L)=LQ{一一一一)+ YP{一一一一}
uσ  

Y-L 
+σZ{一一一}

U 

(4 -1 g) 

を得る。これがトピットモデルの推定値であり、その値は非線形で表現される。

以上のように、 トピットモデルでは推定値が期待値によって示されるため、観

測値がo(下限値)となるような分析主体に対しでも、その潜在的可能性を表現

することができる。

4. 5.4 輸出入コンテナ積報車両の交通量分布モデル

( 1 ) モデル化の条件

以上の分析から、コンテナ車の交通量分布のモデル化には、以下の 3つの点

を考慮する必要がある。

- 136 ー

① 潜在的交通量の把握

② 港湾に対する輸送の利便性の相違

③ 積み替え輸送による交通量の存在

そこで本研究では、まず、①に対しては、 4. 5. 3項の分析に基づき、トビッ

トモデルを適用する。次に、②に対しては、 4.5.2項の分析に基づき、各

地域の港湾に対する輸送の利便性が、グラピティモデルに従うと仮定する(3. 

2節参照)。ただし、トピットモデルの線形結合に組込まなければならないの

で、各変数は港湾までの輸送距雌で除した式形で用いる(係数=1と仮定)

さて、積み替え輸送は、一次保管や荷役機能を必要とするために(3. 3節

参照)、貨物保管施設を有する物流事業所によって行われている。しかし、こ

のような物流施設の多くは、途方の荷主の貨物の積み替え輸送のみならず、付

近の荷主に対する港湾との一貫輸送も、同時に実施していると考えられる。積

み替え輸送の選択自体は、個々の荷主による離散的な選択行動である(3. 3 

節参照)。しかし、コンテナ車の発生 集中する物流施設においては、積み替

え鎗送を独立したモデルとして取り扱うことは困雛である。そこで、本節では、

地域全体を集計的に見た時の、積み替え輸送の能力をモデルの変数の中に組み

込むことを考える。したがって、③に対しては、積み替え輸送の能力を示す変

数として、地場における物流施設の規模をモデルの変数に採用する。

( 2 ) モデルの定式化

4.5.3項に基づくトピットモデルにより、コンテナ車の交通量分布を次

のように定式化する。

W:ある地滅におけるコンテナ車の焚通量

L コンテナ車の交通量の下限値(=0) 

y 線形結合

q， 
y=β + Lβ t一一一

D 
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ここで、 パラメータの推定には最尤推定法を適用し 4 ! 9 、線形結合に対する尤度比

検定により、トピットモデルの有意性を検証する。また、パラメータは、トピッ

トモデルと重回帰モデルの双方を推定し、両者の推定値の比較からトピットモ

デルの有効性を検討する。

q 地域においてコンテナ車の交通量に関連する活動の規様(i=1.…，0) 

D 港湾までの輸送距離

β :パラメータ(i=l，…， 0 ) 

β :定数項 4. 5. 5 パラメータの推定

である。ただし、各地域における観測数は 1回とする。 ( 1 ) 推定結果

(3 ) 適用データと分析内容 式 (4-20)によるトピットモデルを適用した、コンテナ車の交通量分布

モデルの推定パラメータを表 4-10に示す。分析の結果、採用した変数はす

べて有意となり、モデルの推定値と観測値の相関は、総出モデルで0.808，輸

入モデルで0.686となった。

分析は昭和61年実績値， '6 を用い、東京港及び横浜港を経由するコンテナ

車を対象とする。地域の単位には首都圏(1都 6県)における市区町村を用いる

(表4-9参照)。また、コンテナ車の交通量に関連する諸活動として、各地減

における①物流4H¥ ②工業 4 ~ 15) ③商業 4 ~ 1 d の活動規模を考え、これら

を④港湾までの輪送距 . 4 18)で除したものを、モデルの変数とする(表 4-9

参照)。

表4-10 パラメータ推定結果

舗出モデル 舗入モデル

変数 .回帰モデルトピットモデル トピットモデル 置回帰モデル

表4-9 適用データ パラメータ I t 値 | パラメーヲ I t 値 | パラメータ I t 値 | パラメータ I t 値
定数項 l 却.61657 1-6.158・・ -3.57ω 1-0.669 I -27.91刷 1-5.440..1 1.09193 1 0.159 
q物涜活動1_ ___.. "".1 
扇函扇面I3.05制4X10'I 7.153・ 2邸岨4xlO叶 6.395" 1 6.83676xlO一叶 8.624"' 1 6.0235lxlO" 114.121" 

下二二 適用 データ 単位

TEU/2日間
②工業t謝函雇扇15.5701lx10什 9.989" 1 4.36420XJQ-'I20.247・・ 11.9刷臼10什 3ω1・・ 11.05ωx 10-' I 5.967" 賊 |輸出入コンテナ制車両の交通量 4 ~ 1 8) 

H ①物涜活動の規機:物流業務施設面積 4-29) E m @滴旗活動画扇面1-6.17393X10叶-7.104・・ [-5.5鉛43x10"'1ー宙開1"'1-4幻539X10叶 -5.015・・ 1-3蹴 73x10-' 1 -5.043" 

説明 l②工業活動の規僕:工業製品出荷付加価値額 4リ引 110 0万円/年 『子σポ盆 句l2'.刀ii丙.3五瓦hム……山l凶m山s“14x叫刈lω0J↑九6附 ゐ 1.五戸記…2〆よぷぷ一ぷ;'T語五:E函瓦ぶ面瓦ぶ:ご7市lι1示記泌i己函i副ぷぷl以川xl示1口6よ心"1l叶5
変数 l③商業活動の線機:卸売業販売額，-，.) 1 1 0 0万円/年

④輪送の利便性 :港湾までの輪送距.'リ 6) I k m 

分析i0 I地域|詩集院d私書語，千葉，東京，神奈川の
単位 IDト一一一一→
1港 湾| 東京港，横浜港

サンプル数 :172 ， TEU:20ftコンテナ換算個数

推定値と観

濁値の組問

対数尤度

O. 808 O. 787 0.686 I 0.719 

L，;-505.25 ・ L，;-537.02 L，;-455.94 i L，;-495.60 

一Jピ2尤度比

検定獅
-2 (L，-L.J ;63.54・・ -2 (L，-L，) ;79.32・・

L， トピットモデルの対数尤度 L， トピットモデルにおいて重回帰モデルのパラメータを仮定した喝合の対数尤度

サンプル数嶋出172(83)，帥入172(93) **・ 1%有意*:5%有意

注1)雄定値と観測値の相聞は、 ODペースの相闘である.

注2)智ンア鳥数における括弧内の数値は交通量の観測されない'ンnの数在意味する.パラメータの推定は録尤推定法による.

日
Uつd

唱
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ここで、同じ変数を用いて推定した重回帰モデルと比較すると、モデルの相

関には大きな相違は見られない。しかし、トピットモデルの推定値は、サンプ

ルの潜在的な可能性(確率)に基づく期待値であるため、単に与えられた観測値

との相関を最大化した重回帰モデルの推定値とは性質が異なる。したがって、

観測値との相関だけでは両者の相遣を判断する ことはできない。

例えば、各変数のパラメータの絶対値は、トピットモデルの方が重回帰モデ

ルより大きくなっている。(表 4-1 0参照)。さらに、卜ビットモデルの線形

結合を重回帰モデルのパラメータに制限して、尤度比による x< 分布適合度検

定を行なった結果、トピットモデルの有意性が示された(表 4-10参照)。

( 2 ) コンテナ車の交通量分布の構造

表 4-1 0におけるパラメータを見ると、輸出入ともに物流活動と工業活動

によるパラメータは正であり、商業活動によるパラメータは負となっている。

これについては、次のように考えることができる。

( a)地域における物涜活動

物流活動のパラメータは、 4. 5. 2. (2)項で述べた積み替え輸送に対

応すると考えられる。したがって、この変数が大きくなる地域では、その地域

で生産・消費される輸出入コンテナ貨物が少くても、他地域からの積み替え愉

送により、コンテナ車の交通量は多量に存在することになる 。また、一般に輸

入貨物は、圏内で消費されるまでの時聞が比較的長いため、倉庫等での保管を

前提とする場合が多い。表 4-1 0における物涜活動のパラメータが、輸出モ

デルより輸入モデルの方で大きいことには、このような理由が考えられる。

(b) 地域における工業活動

工業活動のパラメ ータ は、地減における貨物の生産と消費活動を反映してい

ると考えられる。この変数が大きな地域では、その地域で生産・消費される貨
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物を積載した、コンテナ車の交通量が多くなることを意味する。しかし、輸出

入コンテナ輸送には製品・加工品系の貨物が適しており 4 司 、工業活動におけ

る組原材料や燃料の輸送(輸入)は不向きである。表 4ー 10における工業活動

のパラメータが、愉入モデルより愉出モデルの方で大きいことには、このよう

な理由が考えられる。

( c )地域における商業活動

輸出入コンテナ貨物には、卸売業者等による商業活動をベースに流通する場

合も存在する。しかし、コンテナ車が関連を持つのは生産・保管拠点が主であ

るため、商業活動による愉出入コンテナ貨物の需要が活発な地主義において、コ

ンテナ車の交通量が多いとは限らない。また、貨物が仲買業者等を経て流通す

る場合は、陸上輸送コストの負担を軽減するために、積み替え輸送を選択する

可能性も高まると考えられる 4 .。したがって、ある地域において商業活動が

活発化すれば、その貨物の保管やコンテナへの詰め・取り出しを担当する地域

において、コンテナ車の交通量が増加し、その地域のコンテナ車の交通量は、

商業活動の規模に反して相対的に減少すると考えられる。

表 4-10において、商業活動のパラメータが負で有意となったことには、

以上ような理由が考えられる。

(3 ) トピットモデルの有効性

(a)重回帰モデルとの比較

重回帰モデルでは、推定値が線形となるため、実際には有り得ない値が予測

されることもある。また、今回の分析例のように観測値がOとなるサンプルが

多数存在する場合は、その~響を受けて線形結合の傾きが小さくなるよう推定

されてしまう(図 4-8.表4-1 0参照)。例えば、本研究で適用した重回

帰モデルの推定値は、最小値が負の{直を示しており、非現実的である。また、

最大値においては、過小評価となっている(表4-1 1参照)。
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これに対して、本研究で適用したトピットモデルでは、推定値が各地域の説

明変数に対応した、コンテナ車の交通量の存在確率に基づく期待値で示される

(4. 5. 3. (2)項参照)。そのため、推定値の集合は非線形となり、か

っ、観測値が Oのサンプルも、その推定値は正の値をとり現実と矛盾しない

(図 4-8.表 4-1 1参照)。このように、トピットモデルの推定値には、

サンプルの観測値に表われない潜在的な交通量が評価されるため、推定値の最

小値はOとはならず、また、その平均値は、観測値の平均値より大きなf査をとっ

ている(表 4-1 1参照)。

(b) トビットモデルの適用性

トピットモデルには、以上のような数値的な面での有効性に加えて、その構

造上に最大の利点がある。トビットモデルでは、ある特定の値しかとらないサ

ンプル(限界値を示すサンプル)とその上方もしくは下方に連続的に変化する

サンプルの双方を仮定している(図 4-8参照)。これは、厳散的なデータと連

続的なデータを同時に用いてモデル化することを意味する。もし、すべてのサ

ンプルが連続的なデータしか示さないのであれば、必ずしもトピットモデルは

必要ではない。また、サンプルのすべてが厳散的な値を示すのであれば、ロジツ

トモデル等の離散的なデータを分析する手法が適当である。しかし、本節で用

いた実績値には、コンテナ車の交通量が観測されないサンプルと、大小様々な

交通量を示すサンプルが混在しており、トピットモデルの適用が妥当となった。

表4-11 トピットモデルの有刺生(推定値と観測値の比較 :TEU/2日間)
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4. 5. 6 本節のまとめ

本節は、港湾周辺の都市交通計画に重要な、コンテナ車の交通量分布のモデ

ル化を第一の目的とした。さらに、潜在的交通量の把握に必要な、トピットモ

デルの有効性を検証することが、第二の目的であった。分析の結果、コンテナ

車の交通量分布はトビットモデルにより記述され、以下の点が明らかになった。

① コンテナ車の交通量は、地域の諸活動の規模に関連して分布するが、そ

の~響力は港湾に対する輸送の利便性(港湾までの距離)に依存する。

② 物流活動の規模は、他地緩からの積み替え愉送によるコンテナ車の交通

量に影響する。

③ 工業活動の規機は、その地域で生産・消費される貨物による、コンテナ

車の交通量に対応する。

④ 商業活動の規模は、コンテナ車の受通量を減少させる特牲を示すが、貨

物の保管や荷役を担当する他の地域の交通量を増加させる可能性を持つ。

⑤ コンテナ車の交通量分布のモデル化は、分析データに限界が存在するこ

と、及び、推定f直の妥当性から、トピットモデルの適用が有効である。

なお、本研究で用いたトピットモデルは、主として欧米において計量経済学

の分野で用いられてきた。しかし、その考え方は、様々な現象分析への応用が

可能であり、今後の活用が期待される。

さて、本節で構築したモデルは、 4.2節で述べたように、実態より小規模

なサンプルデータに対応するため、その推定値はそのまま予測に用いることは

できない。しかし、トピットモデルにより潜在的な交通量が、期待値として確

率的に評価されているので、 OD分布の空間的構造は実態に沿った形で妥当に

把獲されていると考えられる。したがって、、このモデルを本章の需要予測体

系の中で用いるためには、各ODの推定量を全ODによる推定量の総和で除し

た、 OD別分布期待確率値を求め、それに、あらかじめ推定された港湾出入総

コンテナ数 (TE U) をかければ、各 ODにおけるコンテナ車の分布交通量が

推定できると考えられる。この点については、 4. 7節で具体的に検討する。
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4. 6 貨物輸送におけるコンテナサイズの選択行動

4. 6. 1 はじめに

現在の物涜活動においては、輸送効率の優れたコンテナ輸送システムが広く

普及している。このコンテナのサイズは、それを積載するトラック等の車両に

直接影響を与えることになる。最近の研究では、輸出入コンテナサイズの大型

化4 3けが指摘され(1. 3節. 3. 4節参照)、それに伴う港湾周辺の大型

車による交通量治加が問題視されている 4 22' (4. 4節参照) 。また 、圏内

コンテナにおいても、コンテナの大型化に対する車両の技術的な検討a 引 が

行われている。 したがって、物流活動において、どのようなニーズによりコ ン

テナサイズが選択されているのかを知り、サイズの大型化等への今後の動向を

検討することは、都市計画・交通計画にと っても重要である。

コンテナサイズの選択は、規格化された特定のサイズの制限により、離散連

続的な現象となる。そこで、本節は、上限と下限を持つトピットモデルヰ引

を適用するとともに、新たにその期待値の算出方法を開発し、サイズの規格制

限下における、コンテナサイズの選択行動のモデル化を第一の目的とする。さ

らに、既存モデルとの比較を通して、離散連続モデルとしてのトピットモデル

の有効性を検証する。

なお、分析には、全世界に読通し、圏内においても大都市臨海部において多

量に輸送されている 4 日 、輸出入コンテナの長さを対象とする。

4. 6. 2 .散連続的なコンテナサイズの選択現象

( 1 ) コンテナサイズの規格

コンテナは、情造物としては単なる籍であり、そのサイズは本来連続的に作

り得るものである。しかし、貨物輸送容器としてのコンテナは、①不特定多数

の荷主により繰り返し利用されること，②異なる輸送機関に適合する必要があ

ること，③道路等の社会基盤施設において運用可能であること、などの社会，
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経済，公共上の制約から 、一般に、そのサイズは、ある限られた特定の規格に

統一 されている II i''''..¥ 。例えば、輸出入コンテナの場合、 1SO(国際標準化

機構)'" 2 5 規格の20 ftコンテナと40ftコンテナが国内流通を認可されている

(図 4-9参照)

しかし、規格化されたコンテナのサイズも、社会のニーズによって徐々に変

化して行く。最近の米国や ECにおける輸出入コンテナの主読は、すでに45ft

や50ftといった、大型サイズへと移っている a 刊 。我が国における総出入コ

ンテナの保有数を見ても， 34 、40ftを越えるサイズのコンテナが年々大幅に

増加している(図4-9参照) 。 しかし、これらのコンテナはまだ、圏内流通

を認可されていない。

図 1987年 目 1990年ー・ー増加率
25日日目白

保2岡田白

羽 150000

T1四回目
E 
U 50000 
、-〆

2.5 

2 i嘗
加

1. 5~ 

白石ft 4jft4臼ftを 1
コンテナザイス 越える

図4-9 日本における輸出入コンテナ保有数の推移
文献4-34)より作成
T E U : 20ftコンテナ換算個数

1111同組制111111 ~函画
日 20 40 60 80 

図4-10 サイズ別コンテナの利用状況
昭和61年実績値4 ，.より作成
首都圏における476件の出荷の集計
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(2 ) 離散的選択と連続的選択が混在する現象

以上のような規格化の結果、車産散的なある特定のサイズのコンテナだけが、

広域的に流通することになる(図 4-9参照)。しかし、物流活動におけるコ

ンテナサイズに対する需要は、貨物の出荷に伴う個別の事情に依存し、連続的

に変化すると考えられる。よって、適当なサイズのコンテナが存在しなければ、

次善の策として、異なるサイズのコンテナが併用される場合も考えられる。例

えば、日本における輪出入コンテナの利用の場合は、 20ftコンテナと40ftコン

テナを併用するケースが、全体の20%以上に及んでいる(図 4-10参照)

さらに、コンテナサイズの選択状況を、出荷一件あたりの選択サイズ平勾値で

調べると、両者を併用する場合は、その値が出荷ごとに連続的に変化している

(図 4-1 1参照)。

このように、コンテナサイズの選択行動は、①特定のサイズだけを利用する

厳散的な選択と、②異なるサイズのコンテナを併用する連続的な選択、が混在

する現象 と考えることができる(1il1I4-1 1参照)

45 

襲40tでー-ー -・サ 35 ~ •• .-.. • -.. - • 
1 ・.・

え 3Ø t:~..• 
平 25 ~ 、、.

温201-…一一
15 

(ft) 0 20 40 60 80 1日目

員物量(TEU)

図4-11 離散連続的なコンテナサイズの選択現象
昭和61年実績値4 'B より作成
首都圏における476件の出荷の選択行動
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(3 ) 卜ピットモデルの適用性

(a)厳散連続モデルとしてのトピットモデルと園内の研究事例

コンテナサイズの選択が離散連続的な現象となるのは、サイズに規格という

制限が存在するためである 。このような、現象に何等かの制限が生じたことに

より、離散連続的となる問題に対しては、トピットモデルが有効と考えられる。

トピットモデルは、 J.Tobin(1958)"盆司 によって開発されたが (4. 5節参

照)、優近では、圏内においてもトピットモデルは注目され、渡辺 4 .5 の研

究では、道路交通量推計手法への応用という視点で、トビットモデルを詳細に

検討し、独自な試算を行っている。また、屋井.." 1 ~ らの研究では、高層住宅

の新規販売に対する需要と供給の関係を、供給個数制限下における需要問題と

してトピットモデルを適用し、その線形結合のパラメータを利用している。さ

らに、渡辺 4 日 の研究では、給出入コンテナの積繊車両の交通量分布に対し

て、サンプルの観測期間による制約と、貨物の出入荷のタイミングと規模の相

違、という 2つの制限下における離散連続問題としてトピットモデルを仮定し、

確率に基づく期待値によって潜在的な交通量の分布を推定している。なお、こ

の研究は、本章 4. 5節のベースとなっている (4. 5節参照)。

(b)上限と下限を持つ選択現象への応用

通常の卜ピットモデルは、上限もしくは下限といった、ある 1つの制限が現

象に存在する場合を想定したものであった。しかし、輸出入コンテナのサイズ

の選択は、上限40ft，下限20ftという 2つの制限が同時に存在する現象となる

(図 4-1 1参照)。このような現象に対しては、 R.Rosett(1975)4ヨヲ らの

研究がモデル化を試みている。彼等は、 J.Tobin(1958)'2" によって示された、

1つの制限を持つ卜ピットモデルの概念を銘張し、上限と下限が同時に存在す

る現象を理論的に仮定し、シミュレーションデータによってトピットモデルの

線形結合の推定を行っている。

しかし、この研究では、上限と下限を持つ場合の卜ピットモデルに関する、
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期待値の概念は示されておらず、離散連続的な現象を具体的に予測することは

できない。また、実際の現象にこのモデルを適用した例も、まだ報告されてい

ない。そこで本論文は、コンテナサイズの選択現象へ上限と下限を持つトピッ

トモデルを適用し、新たにその期待値の概念を導入し、その算出方法の開発を

試みる(4. 6. 3項 (3)参照)。

たサンプルに対して回帰分析を行うと、上限と下限の双方に存在す離散的なデ

ータに、回帰直線が強く~響を受けて、その傾きが極めて小さくなってしまう。

これに対して、上限と下限を持つトピットモデルでは、離散的なデータに対し

て上限や下限が存在しなかった場合における潜在的可能性を仮定するために、

バイアスのかからない線形結合を得るとともに期待値によって、離散データと

連続データの双方に対して妥当な推定値を提供できる(図 4-12参照)。

4.6. 3 上限と下限を持つトピットモデル

( 1 ) 上限と下限を持つトピットモデルの概要

W 
社会現象を表わす目的変数の中には、離散的な上限と下限を持ち、その両者

の聞では、連続的に数値が変化する場合が考えられる(図 4-1 1参照)。こ

のとき、その説明変数は、 f 
.グロ
ープロ一回① 目的変数が上限値をとる確率

② 目的変数が下限値をとる確率

③ 目的変数が上限値や下限値をとらない場合の変数値の確率分布

のそれぞれに彫響を及ぼすと考えられる。ここで、目的変数(W)が連続的に観

測される場合において、 Wは説明変数(X)に関連すると仮定し、 Xの線形結合

を平均とする確率分布で表現する(図 4-1 2参照)。さらに、 Wが上限値も

しくは下限値に離散的となって観測される場合は、その確率を、 Xの線形結合

とWの上限値，下限値との偏差によって示す(図 4-1 2参照) 0 R.Rosett(l 

975)'可ヲ らの方法は、以上のような仮説に基づいている。

この考え方をさらに拡張し、 Xの任意の位置における Wの存在確率を求め、

その期待値を算出すれば、①上限，②上限と下限の聞の部分の線形結合，③下

限、のそれぞれに漸近的で連続した、 W に対する非線形な推定値を得ることが

できる(図 4-1 2参照)。

この上限と下限を持つトピットモデルの能力は、回帰分析と比較すれば明確

に理解できる(図 4-1 2参照)。上限と下限に制限されて 離散連続的となっ

W I I@~W'E副

ロ

ロ

x 下限

図4-12 よ限と下限を持つトピットモデルのイメージ
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(2 ) 上限と下限を持つトビットモデルの導出 1 Y-u 
f( u; Y， L，↓ε)= - Z{ーーよ} (L，<u<L，) 

(J (J 
(4 -2 5 ) 

(a)確率モデルの記述 U・確率変数

(J 標準偏差 ((J 2 :分散)

P :標準正規確率分布関数

Q : l-P 

Z :標準正規確率密度関数

まず、 Wを下限 (L，).上限(L2 )が存在する目的変数とし、 Yを独立な説明

変数 (X，，X2，…，Xm)の線形結合とする。ここで、

Y=β+β ，X，+…+β ，X，+…+βmXm 

β ， .パラメータ (i=l，…，m)

( 4 -2 1 ) 

(b) 尤度関数の定式化

β :定数項

である。さらに、来知な変数をランダムなものとして εで示し、 YをWの分布の

平均と仮定すれば、 Wの取り得る状態は次のように表現できる。

ここで、下限L，において観測されるサンプルをP個とする。個々のサンプル

は、それぞれ下限L，と同じ値をとる目的変数値(¥11'，)及び、独立変数値(X'" ，X 

2， ，・・，X'm， )とその線形結合値(Y'， )により表現する。ただし、 i=1， ... ，pであ

る。同様に、上限L2で観測されるサンプルはq個とし、それぞれ(¥11'，XεI • X2ε 

"…，X
2
m"Y
2
，)として記述する。ただし、 j= 1 ，…， qである。また、下限L，と

上限L2の閣で観測されるサンプルはr僧とし、それぞれ(Wk，X..，X2k，…，Xmk，Y k 

)として同様に記述する。ただし、 k=1，…， rである。これより、サンプルの尤

度関数(O)を、式 (4-21.23，24.25)によって定義すると

W=L， 

W=L2 

( Y-ε くL，) 

( Yε>  L2) 

( L ， ~五 Y - E ~L 2 ) (4 -2 2) W=Y-E 

よって、 Wに対する確率分布関数(F)及び対応する確率密度関数(f)は、 εに正

規分布を仮定すると、式(4 -2 1 )と式 (4-2 2)から以下となる。 o (β。，β"βε，…， βm，(J 2) 

F( u;Y，L， L，)=O (u< L ， ) 

F( u; Y， L， Lε)=0 (u) L2 ) 

Y-u 
F(L， ;Y，L， L2)=Q{ 一一 } (u=L， ) (4 -2 3 ) 

U 

Y-u 
F(L2;Y，L， L2)=P{ 一一 } (u=L2 ) (4 -24) 

U 

Y-u 
F( u;Y ，L， L2 )=Q{ 一一} (L，<u<L2) 

U 

= rr F (W' ， ; Y' ， ，L ， ， L2) rr F (¥112， ; y> ， ，L， ， L2) 

rr f(¥IIk;y"L"L2) 

， Y'-L， ' Y<-L， 
= rr Q{ ー一一一一一一 } rr P{ 一一一一一一 } 

(J σ 

1 Y k-¥II註
rr -Z{一一一一}
k ，σu  

(4 -26) 

となる。よって、式 (4-26) を対数尤度化し、適当な初期値を与えてニユ

nu 
FD 
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一トンラフソン法等による繰り返し計算を行なえば、最尤推定法によるパラメ

ータを得ることができる 4 I ~ 

( 3 ) 上限と下限を持つ場合の期待値

上限と下限を持つトピットモデルにおいても、通常のトピットモデルと同様

に‘ 26>、その期待値を考えることができる。ここで、式(4 -22) の概念

から、 Wには任意の説明変数において、①下限L，に対する存在確率、②上限L2

に対する存在確率、そして、③下限L と上限L2の聞に分布する確率、の 3つが

存在する.よって、 YとL" L2が与えられた時のWの期待値(E)は、式 (4-2 3. 

24. 25)を用いて、

Y-L， Y-L2 
E(W;Y ，L， ，L，)=L ，Q{一一一 }+L2P{一一一一)
uσ  

fJfZ{子}du

と表現できる。ここで、ド(Y-u)/aとおき、上式の第 3項に変数変換をほどこ

せば、

Y-L， Y-L2 
E(W;Y，L"L2)=L，Q{一一一 }+L2P{一一一一}
σu  

l' (Y-L， )/σ ¥  (Y-L，)/a 
+Y ¥ Z{x}dx + a ¥ -xZ{x)dx 
)(Y-L，J/ a ¥(Y-L，)/ a 

となる。さらに、正規分布の性質から、

Z{x)= 
dP(x) 

xZ{x}= 
dZ(x) 

dx dx 

152 ー

であるので、期待値(E)は最終的に

Y-L， Y-L? 
E(W;Y，L，L )=L，Q{一一一一 }+L2P{一一ー二一}
U σ  

Y-L， Y-L2 
+ Y (P {一一一一}ーP{一一-ー}J 

a a 

Y-L， Y-L2 
+ a (Z{ーー一一}-z{一一一一 }J

a a 
(4 -2 7 ) 

となる。これが、上限と下限を持つトピットモデルの推定値となり、その値は

非線形で表現される(図4-1 2参照)。このように、トビットモデルでは、

推定値が確率に基づ く期待値で示されるため、上限値や下限値しかとらない離

散的なサンプルに対しても 、連続的な数値で予測を行うことが可能である。

4. 6.4 コンテナサイズの選択行動のモデル化

( 1 ) モデル化の条件

2章における分析から、コンテナサイズの選択行動をモデル化するには、以

下の 3つの条件を満たす必要があると考えられる。

① 離散連続的な選択現象のモデル化

② コンテナサイズの規格値をモデルに導入

③ コンテナサイズに対する需要を連続的に予測

そこで、本節では、まず、条件①に対しては3章の分析に基づき、上限と下

限を持つトビットモデルを適用する。次に、条件②に対しては、輸出入コンテ

ナの規格サイズにより、上限値を40ft.下限値を20ftとしてトピットモデルを

定式化する。

そして、条件③に対しては、本節で開発した上限と下限を持つトピットモデ
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ルの期待値を用いて表現する(4. 6. 3項(3 )参照)。

( 2 ) モデルの定式化

以上に基づき、コンテナサイズの選択モデルを、上限と下限を持つトピット

モデルにより、次のように定式化する。

w.輸出入コンテナの出荷における選択サイズの平均値

(業者によるコンテナ出荷一件あたりの非集計データ)

L， : 20ft (選択サイズ平均値の下限)

Lε: 40ft (選択サイズ平均値の上限)

y， 説明変数による線形結合

i :サンプル(i= 1，…， n) 

ここで、

y，=β+  ~βX (4 -28) 

X， 輸出入コンテナサイズの選択に関連する説明変数(j = 1 ，…，田)

β :パラメータ(j = 1，…，m) ，β。:定数項

である。ただし、サンプルが下限L，で観測される場合は、 W'，=w"y'，=y，とし、

上限Lεで観測される場合は、 w'=W" Yε，=y，として、式 (4-26)に適用す

る。

( 3 ) 適用データ

(a) 目的変数

分析は、昭和61年の実績値.: ，~ を用い、目的変数には、東京港及び横浜港

を利用して出荷された輸出入コンテナの、出荷一件あたりの選択サイズの平均
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f直を適用する。これは、荷主からの貨物に応じて輸出入コンテナのサイズを決

定し、それを出荷する輸送主体 4 日 (船会社もしくは利用運送業者)単位によ

る非集計データである(表 4-1 2参照)。サンプル数は476であり、このう

ち20ftコンテナのみを利用したのは187サンプル、 40ftコンテナのみを利用し

たのは192サンプル、そして、 20ftと40ftの双方のコンテナを併用したのは97

サンプルである(表 4-12参照)。

(b) 説明変数

コンテナサイズの選択に関連する説明変数には、コンテナサイズの選択行動

を行う鎗送主体の固有属性と、貨物の荷主が存在する地威の経済属性、の 2つ

を考える必要がある。本論文では、基本的なものとして、前者には①貨物量d

，. ，②輸送主体の種類，，. ③貨物の品目 4 争 18¥ ④輸出入の相違 a 18 ，⑤輸

表4-12 適用データ

変 数 適用データ 単位

目的変数 |選択されと輸出入コンテナサイズの平均値引 1 ft. 

輸 |①出荷貨物量4-16) 出荷一件あたりの総コンテナ数 I TEU 

主 I ~鵜送主体の種類ト，.> I 1 :船会社， 0:利用運送業者(倉庫業等)I ダミー
税 |禄 } ー ー ーーー↓ーー ーー ー ↓
鋼|③貨物の品目，_，.> I 1 :雑貨滋戴(不特定荷主)， 0:同一品目積鍛(特定荷主)I ダミー

明 i 属 I ~精出入の相違-4-18> I 1 :愉出貨物， 0:輸入貨物 | ダミー

変l I ~輸送料金比レ川 120ftコンテナ利用運賃740ftコンテナ利用運賃 | 比率
地I@涌出入活動利便性4-t6) j滋曹との距灘(トラックによる実走行距灘) I km 

数|語1(1物樹苦動の規模ト目> I物峨業事業所における貨物保管面積 I m2 

属|⑧工掛苦動の規機い引 |工業製品出荷伽咽値額伴問) 1100万円

⑨商兼吉動の規模4-10> I餌涜業販売額伴間) 1100万円

|。阿佐糊する茨城跡鵬臨時鯨樽川の棚防ける市町i~ 糊|開，鵬
サン九 |輸出入コンテナの輸送主体による出荷一件あたりの繍計データー

サンプル数:476 (20ftのみ利用:187わアル， 40ftのみ利用:192れアル， 20ftと40ftを併用:97iJ:刀・晶)

TEU:20ftコンテナ換算個数
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送料金比， ，円 を適用し、後者には、⑥輸出入活動の利便性1I ! 8) ⑦物流活動

の規模‘日¥⑧工業活動の規模， ，ち ，⑨商業活動の規模， ，. を適用する(表

4 -1 2参照)

よって上限と下限を持つ卜ピットモデルのパラメータを推定した結果、表4-

1 3となった。この分析では比較のために、トピットモデルと同じ正規分布を

仮定する、&1散選択モデルとしてプロピットモデルを適用し、また、連続モデ

ルとしては重回帰モデルを適用し、両者のパラメータの推定も行った。

分析の結果、最終的に有意となった変数は、表 4-1 2における①貨物量，

②輸送主体の種類，③貨物の品目，⑦物混活動の規模，⑧工業活動の規模、と

定数項及び分散(トピットモデルの場合)の七つである。

一般に、 卜ピットモデルが有効な現象では、重回帰モデルを適用した場合と

比較すると、その線形結合の傾きは、より大きくなると考えられる 4 2 ~ 

表4-1 3では、重回帰モデルと比較してトピットモデルは、定数項のf直が小

さくなり、その他の変数はすべて格段にパラメータの絶対値が大きくなってい

る。よって、本論文において、コンテナサイズの選択モデルに上限と下限を持

つトピットモデルを適用したことは、妥当であったと考えられる。

4. 6. 5 パラメータの推定

( 1 ) 推定結果

表 4- 1 2に示したデータを式 (4-28)に適用し、相互に独立な変数に

表4-13 パラメータ推定結果

推定モデル 重回帰モデルトピットモデル プロピットモデル

説明変数 | パラメ一夕 1 t 値| パラメ一夕 1 t 値| パラメ一夕 1 t 値

;[l!!一一一一:if工己」J;;三三ゴゴi三イi上ドi:三ゴ;{!1:七1¥;;七二:j7f;P6ji?fト(!;?11?7j;|輸種m I 18.15461 I 2.466" I 0一45349 I 1. 8ω98 I 3.0020ω6 I 2.0臼
|③貨物の品自 I 1凶5.83012 I 3.ι45幻7""I 0.51520 I 3.53お6'.叶 2.92お68邸5 I 3.110" 

I ~輸出入の相違 | ー | ー | ー | ー | ー

~歯送料金比

il--l; | 規模 1-2.2幻3函山山ωi山臼雨?95員12
|⑧工策吉動の規襖 卜2.38981x10-' I -2.819印9'一. 

⑨商築舌動の規襖

(2 ) コンテナサイズ選択行動の締造

(a)輸送主体固有属性変数

~-5- :-49979 -~- ïö-:-;-I--~-2瓦5-l ;4.40216×10-e | -3.421・・ 表 4-1 3における愉送主体固有属性には、①貨物量，②給送主体の種類，

③貨物の品目、の 3つの変数がプラスで有意となっている。これには、次のよ

うな理由が考えられる。

まず、物語主活動において貨物需要が多ければ、規模の経済性からサイズの大

きなコンテナが有利と考えられる(①)。特に、船会社は膨大な量のコンテナ

の実運送を行うので、荷主の意向に密着した利用運送会社と比較すると、コン

テナサイズの規模の経済性には敏感と考えられる(②)。また、雑貨は、単独

でコンテナを満載にすることができない、不特定多数の荷主による少量の貨物

の集合であるため、同一品目で満載にされる特定荷主の貨物と比較すると、運

賃負担力は小さい a 考写 。そのため、雑貨のコンテナ輸送には、輸送の経済性

が最優先され4-33'、容積に対する運賃効率の優れた， " 、大型サイズのコン

テナが指向されていると考えられる(③)。

-6.22326x 10-6 I -2.346・1-4.61277xlO-'1-2.707・・

定数項

分散 (0-2) 

28.47902 I 27.998" 21.40626 1 4.654"'1 -0.30106 I -1.875 

1.20201x103 1 5.407'ー I

説 明カ
ρ2=0.173 

R2=0.113 
ρ2 =0.092 

ρL2=0.259 

的中率

推定方法

62. 78% 

最尤推定法

61. 34% 

最小自乗法

61. 98% 

最尤推定法

* * : 1 %有意， * : 5%有意，無印:10%有意
ρ2 .すべてのパラメータをOとした場合(分散を除く)と比較した自由度調鐙済み尤度比，
ρJ:重回帰モデルのパラメータと比較した自由度調盤済み尤度比， R2 :自由度調整済み決定係数
注1)プロピットモデルの推定では、目的変数が30ft以上のものを 1，30ftより小さいものをOとして分析した。
注2)的中率の算出方法:
今回の分析では、サイズの上限値と下限値が物理的な意味を持つので、 3つのモデルに共通した的中率の
算出を次のように行った。まず、実績値と推定値の誤差をサイズ選択幅(上限ー下限=20ft)に対する百分
率(%誤差)て示し、 100%からその%誤差を差し引いた値を推定値の説明力と考える。そして、この数
値の全サンプルの平均をとって、モデル全体の的中率とした。

aU 
5
 

旬

i
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( b)地域経済属性変数
ルの有効性は、各モデルの推定値と実績値の比較において、歴然としている。

例えば、図 4-13は、表 4-1 3における 3つのモデルを比較したものであ

るが、トピットモデルと比較して、プロピットモデルは上限側(40ft)への偏り

が激しく、重回帰モデルでは、上限をはるかに越える非現実的な推定値が示さ

れている。このように、本節におけるコンテナサイズの選択行動のモデル化に

は、 11散選択モデルであるプロピットモデルや、連続モデルである重回帰モデ

ルの適用では、妥当な結果を得ることができなかった(図 4-13参照)。

次に、表 4-1 3における地域経済属性には、⑦物流活動の規模と⑧工業活

動の規模がマイナスで有意となっている。これには、次のような理由が考えら

れる.

まず、本論文は物流活動の規模の変数に、物流事業所における貨物保管床面

積を採用した(表 4-1 2参照)。一般に、倉庫等の貨物保管活動を行う物流業

者は、荷主の在庫管理活動と密接に関連している。したがって、現在のような

多頻度少量化物流が定着した社会では、一回の出荷においても多方面に少量ず

つ発送される場合も多いと考えられる。このような状況にある物流業者がコン

テナ輸送を行えば、サイズの小さなコンテナへのニーズが高まると考えられる

(⑦)。これは、輸送主体固有属性変数において、輸送主体の種類の変数がプ

ラスで有意になった事実と一致する(②)。また、貨物の多頻度少量化は、製

品の高付加価値化と密接な関連があるa30¥ 本節では、工業活動の規模の変

数に工業製品の出荷付加価値額を採用している(表 4-1 2参照)。したがっ

て、高い付加価値を産出する地域ほど貨物の多頻度少量化が進行し、サイズの

小さなコンテナへのニーズが生じると考えられる(③)。

6日
|トヒットモヂJl4I

業切| ロ!I[定i直(鮪寺1直) ・実績{直
ザ |
ノ 4日十・・“"“F雪芳和...t'!I. .."~.一ー

ら|議富市町ソ
+町 l明盈も ・・.
f直2Ot.園田ー・..・・4
( ftl 
1日
目

50 

lO 2日初 4白羽 6日 7日初 00
貨物量 (TEU)

iブロヒットモデJL岨

(a) パラメーター推定における既存モデルとの比較

ロ惟定値(確率i直) ・実績1直

(3 ) トピットモデルの有効性

伺
U

nu 
-
)
 令、「

(
 

本節で適用した上限と下限を持つトピットモデルを、プロピットモデル及び

重回帰モデルと比較すると、的中率ではその善し悪しを判断することはできな

い(表 4-1 3参照)。しかし、上述したように重回帰モデルでは、離散デー

タの彫響を受けて線形結合の傾き(定数項以外のパラメータの絶対値)が小さ

くなり、 トピットモデルと比較すると各変数の影響力には、 5~6 倍の差が生

じている(表 4-1 3参照)。また、プロピットモデルの場合は、パラメータ

の大小の傾向は卜ピットモデルと似るが、説明カ(尤度比)の比較ではかなり

劣っている(表 4-1 3参照)。このようなパラメータ推定上の卜ピットモデ

関

1日 E日 3日唱団関 7日鈎 9白

貨物量(TEU)

圏孟副

ロ1量定値 ・実視IH直

一ー."且g_...……・一一一日…‘.."・一一・.

tFtl 
1日
目 1日伺 3日唱団関 7目 S日 9日

貨物量 (TEU)

図4-13 各モデルの推定値と実績f直の比較
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( b) コンテナサイズの規格変化に対する予測

ここで、表 4-1 3に示されたトピットモデルとプロピットモデルのパラメ

ータを用いて、輸出入コンテナの圏内流通サイズの規格制限が、現状の40ftか

ら50ftに規制緩和された状況を、輸送主体の出荷貨物量の変化に対して予測す

る(函4-14.図4-1 5参照)。
まず、トピットモデルでは、式 (4-27)においてL，=20.L2=40とおいた現

状に対する期待値と、式(4 -27)においてL，=20.し=50とおいた規制緩和

後の期待値を求め、その両者を比較した(図4-14参照) 。その結果、コン
司50I 」」調

子 45 ↓|上限切 ft期待個~ 11・守状
t; 40 ~- - --------7ーココエ~-'=~ ~:持
イ_35 ~ /_--------~--直直面E~ 1. 6!

i:vfiiii 
1@_ 0 10 2日 3040 50 60 
(ft) 貨物量 (TEU)

図4-14上限と下限を待つトピットモデルの予測
利用運送業者による同一品目積載の例
地域経済属性は東京都中央区を仮定

コ

t手詔到;2引:引~ /刀ηZ2頂孟孟品;五区函品iE孟品;=Li一f代岬岬叩t岬帽畑推僻相相宗刑制{自山|
7;z引:計l一一一二;::ご歯謹童画-1119

i:γ:¥4Elii 
(ft) 貨物量 (TEU)

図4-15プロピットモデルの予測
利用運送業者による同一品目積載の例
地域経済属性は東京都中央区を仮定

-160ー

テナサイズに対する選択需要の変化は、輸送主体の出荷貨物量の培加に伴って、

連続的に上昇して行 くとい う予測結果となった(図 4-1 4参照)。この予測

に基づけば、コンテナサイズの規制緩和による影響が大きいのは、現状におい

て40ftコンテナを多用する輸送主体であり、逆に、 20ftコンテナを多用する輸

送主体では、その影響は小さいと考えられる。これは、 4_ 6_ 5項 (2)で

検討したコンテナサイズに対する規模の経済性の概念に一致する(図 4-1 4 

参照)。

次に、プロピットモデルでは 、確率値(P)を20ft(P=0)から40ft(P=1)に対応

させた現状に対する推定値と、確率値を20ft(P=0)から50ft(P=1)に対応させた

規制緩和後の推定値を求め、その両者を比較した(図4-15参照)。その結
果、コンテナサイズに対する選択需要の変化は、貨物量の相違にかかわらず一

定となり、すべての輸送主体において同率の変化が生じるという予測結果となっ

た(図 4-1 5参照)。これは、 4_ 6 _ 5項(2)で検討したコンテナサイ

ズに対する規模の経済性の概念に矛盾している(図 4-1 5参照)。

以上のように、上限と下限を持つ卜ピットモデルは、コンテナサイズ等の技

術的指標を直緩モデルの中に記述することが可能なため、ハードウェアの変化

等を前提とした長期予測には、有効な手法と考えられる。

4 _ 6 _ 6 本節のまとめ

本節は、物流活動に用いられているコンテナのサイズが、車両規模や道路等

の社会基盤施設に~響を与えることに注目し、その選択行動を非集計データに

よってモデル化し、コンテナサイズに対する選択の需要(ニーズ)の把握をミ

クロ的に行った。分析の結果、コンテナサイズの選択行動において、

① コンテナサイズに対する選択の需要には、貨物需要量や輸送活動に伴う

規模の経済性が働いている(表4-1 3.図4ー14参照)。
② 多頻度少量化や高付加価値化等の産業構造の変化は、コンテナサイズの

選択にも関連する可能性がある(表4-1 3参照)。

③ 上限と下限を持つトピットモデルは、コンテナサイズ等の規格値をその
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ままモデルに定式化することができるため、規制緩和等によるハードウエ

アの変化を前提とした、長期的将来予測には有効な手法と考えられる。

の3点が結論として明らかになった。本論文は、全世界に普及した輸出入コン

テナを分析の対象としているが、この結論は、近年成長が目覚ましい国内コン

テナ鎗送， 3' に対しても有効と考えられる。また、患近の輸出入貨物量は増

加の一途をたどっており <1 22) 結論①から判断すると、今後、輸出入コンテ

ナサイズの大型化は避けられないと考えられる{図 4-1 4参照)。

なお、本節は、コンテナサイズの選択行動が、サイズ規格制限下における離

散連続的な現象となるため、上限と下限を持つトピットモデルの適用を行った。

さらに、このモデルの期待値の算出方法を新たに開発し、サイズの規格制限

(上限)が、規制緩和によって変化した場合の予測を行った。上述した結論の

導きは、このような分析により可能となった。

また、本節の上限と下限を持つトピットモデルは、同時に分析を行った離散

選択モデル(プロピットモデル)や、連続モデル(重回帰モデル)と比較すると、

総合的に優れている。よって、トピットモデルの概念は、厳散連続的な現象に

有効と考えれる。

さて、本節のモデルでは、十分な説明カを得るに到らなかった。これは、分

析に用いたデータが輸出入コンテナの圏内容E動データであるために、輸出入の

相違・相手国の状況や海上輸送の要素が、分析から欠落しているためと考えら

れる。しかし、一般に国際物流活動において海上を経由する場合は、輸出国と

綿入国の輸送責任の境界は、輸出国側の港湾内埠頭岸壁となっている(輸出は

FOB、輸入はC1 Fと呼ばれる輸送契約)。したがって、輸出貨物であれば、

コンテナサイズの選択は、輸出国側の判断によって決定されることになる。ま

た、輪入の渇合であっても、発展途上国において本国から海外進出した企業

(日系企業等)から本国への紛入の場合は、コンテナサイズの選択にも親会社

の存在する鎗入国側の意志決定が強く反映されるであろう。実際に本節のモデ

ルにおいては、輸出入の相違の変数が有意とならなかった(表 4-1 3参照)。

だたし、モデルの説明カが不十分であることは否定できないので、先進国か

らの輸入の場合などを検討することが、この問題の今後の課題と考えられる。
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4. 7 モデル連携によるコンテナ車道路交通量の推定値の現状再現性

以上の本章で推定した各モデルを連携すると、輸出入コンテナ紛送に伴って

生じる、コンテナ車道路変通量の推定値を得ることができる。そこで、本節で

は、各モデルを連携した場合における推定値の現状再現性について、実際に計

算を実施して検討を行うことにする。

4. 7. 1 モデル連携による推定値の算出手順

推定値の算出手順は (4. 2節参照)、まず、貨物の生産・消費モデル (4.

3節参照)によって、港湾の背後置全体に発生する貨物の総トン数を推定する。

さらに、これをコンテナ積載量換算係数 (4.4節参照)によって、総TEU

数に変換する(図 4ー 16参照)。なお、ここでは、モデル連携の妥当性を検

証する目的から、貨物量の分布に対してJiトロールトサル等の補正は省略する。

次に、コンテナ車交通量分布モデル (4. 5節参照)により得られる期待値

の市区町村別分布確率から、背後圏総TEU数を市区町村単位に分配する。ま

た、各市区町村におけるコンテナの荷主の平均特性を、コンテナサイズの選択

ー[コンテナ車道路交通量推定手順]一一一一ー

《港湾背後圃総トン数》

《港湾背後圏総TEU数》

ー((TEU数市区町村分布》

《コンテナサイズ別比率》

図4-16 各モデルの連携によるコンテナ車道路交通量の算出
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モデル(4. 6節参照)に適用し、市区町村別に選択サイズ平均値を算出する

(図 4- 1 6参照)。そして、その値から市区町村別 TEU数を、サイズ別コ

ンテナ個数に換算する。これは、コンテナ車の走行台数(交通量)に相当する。

以上によって得られた、市区町村別コンテナサイズ別コンテナ車の走行台数
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図4-18
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東京・横浜港、背後薗を首都圏と仮定したものである。
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これを見ると、まず、港湾出入コンテナ車の総交通量のレベルでは、サイズ

別において、 40f tコンテナに対する推定が少し過大評価となっている。し

かし、本節における推定が、集計モデルを速携した多段階推定であることから

判断すると、全体としては妥当な推定結果であると考えられる(表 4-14参

照)。このように、本章の需要予測体系によって、港湾出入コンテナ車の総交

通量が良好な精度で得られることは、本研究の目標の一つである大都市臨海部

への彫響評価が可能になることに加えて、港湾計画サイドから都市や交通へ配

慮するための、重要な指標を提供することになると考えられる。

次に、市区町村別コンテナ車走行台数の対港湾距離分布を、推定値と実績値

で比較すると、図 4-1 7，図 4-1 8となる。これを見ると、港湾からの距

般に対する両者の分布の形態はよく対応しており、その相関も高い値を示して

いる(表 4-1 4参照)。このように、本章の需要予測体系によって、港湾か

ら内陸に向けての距離別分布の構造が、現状に対して妥当な精度で得られるこ

とは、都市計画サイドにおいても、港湾物流活動による影響を検討するための、

重要な指標を提供することになると考えられる。

以上の結果から、本章で構築した各モデルを連携すれば、給出入コンテナ愉

送に伴う道路交通需要の特性を、妥当に評価し得ると考えられる。特に、港湾

出入コンテナ車の総交通量と距離別分布の構造の双方が、妥当な精度で得られ

ることは、港湾計画と都市計画の融合的な指標として重要と考えられる。
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4. 8 輸出入コンテナ愉送に伴う道路交通需要シミュレーシヨン

4. 8. 1 はじめに

輸出入コンテナ槍送に伴うコンテナ車の道路交通需要は、

① 港湾の背後圏の経済活動

② 隣接する都市の港湾物流機能

の双方に影響を受けると考えられる(2章， 3章参照)。

そこで、本節では、この①や②が輸出入コンテナ鎗送に伴うコンテナ車の道

路交通需要に与える彫響を、本章で推定した各モデルを連携したシミュレーシヨ

ンモデルによって評価する。このシミュレーシヨンの目的は、①や②の~響に

対する感度分析である。なお、この分析では、シミュレーションの基準年度を

1 9 86年(昭和 61年)とし、対象とする港湾は京浜港(東京港・績浜港)

を、そして、その背後圏として首都圏(茨城県，栃木県，群馬県，埼玉県，千

葉県，東京都，神奈川県)を、それぞれ仮定する。

4.8.2 シミュレーシヨンモデルの梅造と前提

本節で操作するシミュレーションモデルの構造は、 4. 7節におけるモデル

連携の手順に基づいている(図 4-1 9参照)。このシミュレーションに必要

となるモデルは 9つである(図 4-1 9参照)。ここで、各モデルのパラメー

タには、 4. 7節における現状再現性の妥当性から、本章で推定した各モデル

のパラメータを適用する。

さて、本節のシミュレーシヨンモデルに適用する外生変数(入力)は、園内

各地域の経済活動に起因する諮要素であり、これらの中に国際経済等の~響も

内在すると仮定する。また、シミュレーシヨンモデルの出力においては、港湾

に出入するコンテナ車の総交通量が最終出力となる。さらに、輸出入コンテナ

輸送に伴う道路交通需要の詳細な特性は、各サプモデルの個別出力によって評
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外生変数{入力要素}

工踏舌動|商船甜| 物涼活動 | 港湾立地

図4-19 シミュレーションモデルの僧造
3. 4節及び4.6節の分析結果からコンテナサイズ
選択モデルは輸出入で共通となっている。
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価することができる(図4-19参照)。

なお、本節の目的から(感度分析による~響要素の評価)、入力として用い

る外生変数は、個々に独立していると仮定し、変数閲相互の長期的関係は考慮

しない。したがって、シミュレーシヨンにおいて操作する変数以外は、基準年

( 1 986年)の状態に固定して計算を行う。

4.8.3 経済活動の変化に伴う彫響

港湾に出入するコンテナ車の総変通量を直接左右するのは、背後圏の経済活

動である。そこで、本節のシミュレーションモデル内において、経済活動を表

わす変数(工業活動と商業活動 ;4.3.4.5.4.6節参照)を操作して、

総交通量に生じる変化を調べることにする。

図4-20は、地主義における工業活動の変数(製品出荷付加価値額)と商業

活動の変数(卸売販売額)を、現状(昭和 61年時点)の0.5倍から1.5倍に変

化させた場合の、港湾に出入するコンテナ車の総変通量の推移である。これを

見ると、コンテナ車の交通量は、経済活動の増加に対する変化が一定ではなく、

逓増する幽線(下に凸)となっている。さらに、 40ftコンテナのシェアも、経

1日日目白

9OOO 

コ8OO日
ン7回目3
子団四
重 5OOO

~ 4OO0 
fT 
百 30O0

F ハ 2白目白

1OO0 

8 

願主!議準高富き号季連イ搭フ占~J 

0.5 0.6 0.7 0.8 0.9 1 1.1 1.2 1.3 1.4 1.5 

経済活動の変化率

図4-20 経済活動の変化とコンテナ車の総交通量の推移
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貨物がコンテナに積載された状態での輸送

コンテナに対する貨物の詰め込み・取り出し(積み替え)

① 

② 

一般トラック等による②への搬入・搬出

の3つの部分から構成されている(3. 3節参照)。この中で、超大型のコン

テナ車の走行を生じるのは①であるが、その内陵地域に対する分布は、港湾に

対する②の立地によって決定される。一般に、貨物の積み替え作業には貨物保

③ 

済の規模に対して逓増する傾向にあり、その変化はより顕著なものとなってい

る(図4-20参照)。これは、経済活動の増加に伴って、コンテナ車の交通

量が増加するだけでなく、より大きな車両の交通量が急増することを意味して

いる(図 4-20参照)。これは、主要な品目において輸出入コンテナ貨物量の

生産と消費が、価額の変動に対して弾力的であることと (4. 3節参照)、

貨物量の増加に対して大型のコンテナが指向されるサイズ選択特性 (4. 6 o官

管施設が必要である。したがって、このような②の活動拠点の中心となるのは、

都市内に立地する物流施設である(3. 3節参照)。

ここで、首都圏における物流施設の立地分布を調べると、図 4-2 1となる。

これを見ると、都心近傍の東京湾臨海部が、物涜施設の巨大な集積地となって

いることがわかる。このような状況は、コンテナ車の交通貨のOD分布が都心

部に集中することに加え(4. 5節参照)、積み替え愉送による一般車両のト

リップも発生するため(図 3- 7 参照)、沿道環境や他交通へ~響(道路混雑

等)という観点では好ましいことではない。

物 ìi施設の立地の~響4.8.4 

( 1 )物流施設の立地と輸出入コンテナ輸送
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参照)となっていることの、 2点が主な原因と考えられる。
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( 2 )物流施設の立地の影響 見ればごく限られた地滋であるにもかかわらず、コンテナ車の変通量分布(台

数)の全体が、港湾近傍へ一層著しい集中傾向を示している。

次に、今度は、東京湾臨海部における物流施設量が、現状より 50%だけ減

少したと仮定し、その分、他地域の物流施設量が増加したと仮定して、シミュ

レーションを行うと、図 4-24となる。この場合では、コンテナ車の交通量

の分布(台数)は、相対的に遠距離化している。特に、 20kmより近距雌の地域

では、大幅にコンテナ車の交通量が減少する結果となった。

以上の 3つの分析では、台 .km数による分析結果も示した。その傾向は、

台数の場合ほど顕著ではないが、ほlま同様な傾向を示している(図 4-22.2

3.24参照)。また、台 .km数においても、港湾から近距隊の地域では多量

な変通量が存在しており、これは、コンテナ車による道路負担が、大都市臨海

部等の港湾至近の都市内において、特に重大となっていることを意味している。

以上のように、紛出入コンテナ輸送において物涜施設の立地の変化は、貨物

の生産・消費活動に変化がなくても、港湾と内陵地主義におけるコンテナ車の交

通量分布を大きく変動させる要因となると考えられる 。

そこで、本節のシミュレーションモデル内において、地場における物語在施設

量の立地分布を表わす変数(市区町村単位貨物保管床面積)を操作して、内陸

地減に対するコンテナ車の交通量分布の変化(台数及び台・ km数)を調べる

ことにする。但し、首都圏全体における貨物の生産・消費活動の規模、及び物

流施設量には変化は生じないものとする。

まず、図4-22は、シミュレーションモデルによって、現状(1986年時点)

における市区町村別コンテナ車交通量の推定値を、港湾からの距離帯別に示し

たものである。これを見ると、コンテナ車の交通量の分布(台数)は、港湾か

ら近距離に集中している。これは、上述した首都圏における物流施設の立地が、

東京湾臨海部に偏っていることによると考えられる 。

ここで、東京湾臨海部における物涜施設量が、現状より 50%だけ増加した

と仮定し、その分、他地域の物流施設量が減少したと仮定して、シミュレーシヨ

ンを行うと、図 4-23となる。この場合、東京湾臨海部は、首都圏全体から
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図4-23 東京湾臨海部の物流施設量を50%増加した
シミュレーション結果
その他の地域の物流施設量は東京湾臨海部が増加
しただけ、各地域に同比率で減少させると仮定
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図4-24 東京湾臨海部の物流施設置を50%減少した
シミュレーション結果
その他の地域の物流施設量は東京湾臨海部が減少
しただけ、各地域に同比率で増加させると仮定
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4.8.5 物流施設の分散化シミュレーション

( 1 )物流施設の移転先への仮説

以上の分析結果から判断すると、輸出入コンテナ輸送に伴う都市への影響

(交通・環境)は、物流施設を臨海部から分散化させることにより軽減できる

と考えられる。ここで問題となるのが、どのような地域に物流施設を移転させ

るのが効果的かということである。前項の分析は、東京湾臨海部の物流施設量

の増減を、他のすべての地域の物流施設量の増減に同率で分配しているので、

このような問題点の評価を行うことはできない(図 4-22，23，24参照)。

そこで、本項では、物流施設の移転先として以下のような仮説から 3つの代

替案を考え、シミュレーシヨンモデルによって、各代替案の効果を比較する。

まず、 2章の分析から、都市における輸出入コンテナ輸送は、道路交通に依

存しており、かっ超大型車による交通を生じる。また、物事E施設は、コンテナ

車のトリップの発生・集中拠点になると共に、背後圏に散在する貨物の荷主と

も結び付いている。このような事実から、物語E施設の移転先として妥当な地域

は、高規格幹線道路ネットワークの結節点付近と考えられる。したがって、大

都市屈の郊外都では、都心部からの放射ルートと、環状ルートの交差部にあた

る地域が、第一の候補と考えられる。

(2 )シミュレーションへの代替案

以上の仮説から本項では、首都圏における東京湾臨海部からの物流施設の移

転先としては、関越自動車、東北縦貫道、常磐自動車道の各放射ルートと、東

京外郭環状道路、首都置中央連絡道、北関東自動車道の各環状ルートとの結節

部を考える (~4-25 参照)。これらの結節部を含む六つの地域を、港湾か

らの距離帯別に分類すると、各放射ルートに沿う三つの地域群となる(表 4-

1 5 )。本項は、これらの三つの地域群をそれぞれ外環エリア、圏央道エリア、

北関東エリアとして、物涜施設移転先の代替案とする(表 4ー 15 )。

なお、シミュレ ーシヨンでは、東京湾臨海部の保有する物涜施設量のうち、
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前項の分析と同様に 50%をこれらの代替案に移転させる。この分析において

も、前項と同様に、首都圏全体における貨物の生産・消費活動の規模、及び物

流施設量には変化は生じないものとする。

図4-25 首都圏における高規格道路の放射ルートと環状ルートの結節部
*はシミュレーションで想定する地域

表4-15 シミュレーシヨンにおける物流施設移転先代替案

物峨施設 放 射 Jv ト 結節都の地域

移転先陣諜 関越自動車道 i東北総演道 j常軍事自動車道 (対港湾距離)

東京都練馬区 i埼玉県川口市 j埼玉県三郷市 東京外郭
外環エリア

(301an， 601an): ( 32回， 71回)i ( 35岡， 72畑) 環状道路
環

埼玉県川越市 ;埼玉県久喜市 :茨城県谷困部町 首都圏中
状

圏到直エリア
( 62畑， 印刷)i ( 60回， 90回)i ( 76回， 110回) 央連絡道

Jレ

群馬県高崎市 i栃木県栃木市 }茨城県水戸市 北関東自
北関東エリア

(l261an， 163岡)i (何回， 133岡): (l331an， 1701an) 動車道
ト

注) 括弧内の数値は、東京港大井埠頭(左側)と横浜港本牧埠頭(右側)からの

平均的な距離を意味する。距離は、日本海上コンテナ協会調べによる数値。

- 175 



( 3 )シミュレーションの結果

以上の条件に基づいてシミュレーションを行った結果、港湾からの距離帯別

コンテナ車の交通量は、各代替案ごとに図 4-26.27.28となった。

まず、外環エリアに物涜施設を移転した場合には(図 4-26参照)、港湾

から至近な 20km帯の交通量は、現状と比較すると(図 4-22参照)、効
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図4-26 外環エリアへの物流施設移転シミュレーション結果
東京湾臨海部の物涜施設量を50%移転すると仮定
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果的に抑制されている。逆に、隣の 40km帯の交通量は、大幅に増加してい

る。しかし、さらに遠方の地減の距離帯では、交通量の変化はわずかである

(図 4-26参照)

次に、園央道エリアのシミュレーシヨン結果を見ると(図 4-27参照)、

外環エリアと同織に 20km帯の交通量は顕著に減少させている。しかし、 4

Okm帯の交通量の摺加は小規模に抑えられている。また、さらに遠方の地主要
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図4-27 圃央選エリアへの物流施設移転シミュレーション結果
東京湾臨海部の物涜施設置を50%移転すると仮定
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の距厳帯では、どの距離帯においても、交通量の増加が認められる(図 4-2

7参照)

最後に、北関東エリアのシミュレーション結果を見ると(図 4-28参照)、

すべての距離帯において交通量が大幅に増加してしまっている。さらに、港湾

に出入する総交通量まで、顕著な書留加となっている。特に、 20f tコンテナ

を槍送する車両の交通量増加が著しい(図 4-28参照)。
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20 4日 60 80 100 12日 140 160 18日 200 22日
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図4-28 北関東エリアへの物流施設移転シミュレーション結果
東京湾臨海部の物語在施設量を50%移転すると仮定

- 178 -

(4 ) 物流施設分散化の効果

このようなシミュレーション結果については、 2.3.4輩の分析結果に基

づけば、次のように解釈することができる。まず、外環エリアが属している 4

Okm帯は、都心郊外部といっても比較的東京港・横浜港からは近距離にあり、

貨物需要密度の漉い地緩も多く存在している。そのため、東京湾臨海部から物

流施設が移転すれば、外環エリアの周辺においては、今まで東京湾臨海部の物

流施設利用による積み替え輸送を選択していた荷主が、外環エリアの物涜施設

利用による一貫輸送にシフトすることも充分に考えられる(3. 3節参照)

また、 40km帯より遠方の地緩においては、東京湾臨海部における積み替え

輪送機能が低下した分、 40km帯の物流施設を利用した積み替え愉送に転じ

ていると考えられる(3. 3節参照)。

これに対して、北関東エリアは港湾から約 120~150km待に属してい

るため、東京湾臨海部から物流施設を移転した場合には、極端な遠距舷への分

散化となってしまい、紛出入コンテナ輸送にとって重要な港湾物流機能や港湾

への流通利便性が、績なわれてしまうと考えられる。そのため、首都圏全域に

わたって荷主が一貫愉送を指向することになり、多頻度少量化等の個々の荷主

のニーズが直接的にコンテナサイズ選択に反映される結果 (4. 6節参照)、

20 f tコンテナを積載した車両の交通量増加を誘発していると考えられる。

このような観点から、輸出入コンテナ輸送に必要な物流機能を損なわずに、

港湾周辺の道路交通需要を抑制できる可能性があるのは、圏5促進エリア(港湾

から約 60~80km帯)への物流施設の移転ということになる。つまりこの

代替案の選択が、積み替え愉送と一貫輸送という物流機能の経済性のバランス

を保つと共に、大型サイズのコンテナ利用を図書しないために、大都市臨海部

における交通量の減少効果も維持されると考えられる。

さて、図 4ー 22 (現状)と図 4-2 7 (圏央道へ移転)の比較では、最終

的に港湾を通過するコ ンテナ車の総交通量には大きな変化が生じていない。し

かし、このような距離帯別コンテナ車交通量の減少は、 4. 8. 4項の(1 ) 

に指摘したように、単に各ODにおけるコンテナ車の発生・集中交通量を減少

させるのみならず、積み替え輸送によって生じる一般貨物車の発生・集中交通

- 179 ー



量が抑制されることを意味する。たとえ、総焚通量に変化がなくても、積み替

え鎗送が減少すれば、臨海部を走行するコンテナ車の多くは、単なる臨海部の

通過交通となる。このようなコンテナ車に対しては、例えば、首都高速や湾岸

道路といった、沿道から隔絶された高規格道路の利用を促進できれば、沿道環

境に与える~響は、軽減できると考えられる。しかし、コンテナ車の OD が臨

海部の都市内に集中してしまうと、コンテナ車と積み替え輸送のによる一般車

両の双方が、都市内発生・集中交通となってしまい、臨海部高規格道路利用に

よる問題点への対応は、困難な状況になると予想できる(図 3-7参照)。

以上のように、コンテナ車の ODを臨海部(近距厳稽)からなるべく遠ざけ

ること、つまり、物流施設を臨海部から郊外方向へ分散化することは、コンテ

ナ車と積み替え輸送車両の双方による、都市内発生・集中交通を抑制する効果

を持っているため、極めて重要と考えられる。

なお、以上の推論は、あくまでも本節のシミュレーションに基づく、輸出入

コンテナ輸送に対する物涜施設の感度を意味している。したがって、現実にお

ける物流施設の移転可能性や一般交通への彫響も評価するためには、このシミュ

レーシヨンに用いていない犠々な彫響要素を加味して、総合的に判断する必要

があると考えられる。

4. 8. 6 本節のまとめ

本節では、本章の各モデルを連携したシミュレーシヨンモデルによって、背

後圏の経済活動と物涜施設の立地という 2つの視点から、繍出入コンテナ輸送

に伴う道路交通需要に対して、感度分析を行った。その結果、

① 経済活動が活発化すると、コンテナ車の総交通量は、経済活動の上昇

率を上回る規襖で増加する(逓増)。

② このとき、コンテナ車の変通量は、ただ増加するだけでなく、コンテ

ナサイズの大型化を伴い、その変化は、交通量の場合と同織に逓治する。
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③ 輸出入コンテナ輸送において物流施設は、貨物の詰め込み・取り出し

や積み替え輸送等に重要な役割を果たしている。そのため、コンテナ車

の OD交通量の分布は、物流施設の立地の動向に敏感と考えられる。

④ 港湾周辺地域に集中するコンテナ車の OD交通量は、臨海部に集積す

る物琉施設を都心郊外へ移転することにより、抑制される可能性がある。

⑤ しかし、物流施設の極端な分激化は、港湾物流機能や港湾への利便性

を損ない、積み替え輸送と一貫輸送のバランスが崩れて逆効果となる恐

れがある。つまり 、コンテナ車の総交通量は増加する可能性がある。

の5点が明らかになった。
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4. 9 本章のまとめ

本章は、輸出入コンテナ輸送による道路交通需要を把握するため、多段階推

定法を適用した。さらに、本宣言で推定した各モデルを連携したシミュレーショ

ンによって、コンテナ恵の交通量を定量的に推定することが可能となった。

また、これらのモデルを推定する過程においては、理論的に興味深いアプロ

ーチを行った。まず、鎗出入コンテナ貨物の生産・消費モデルにおいては、経

演活動への対応や産業構造の連鎖といった問題を外生変数として取り入れる必

要から、ヘドニック・トランスログ関数を適用した。また、愉出入コンテナ積

載車両の交通量分布モデルにおいては、サンプルの観測期間や出入荷の不確実

性といった制限を克服するために、トビットモデルを適用した。さらに、コン

テナサイズの選択モデルにおいては、 IS 0コンテナの規格による制限から、

荷主によるコンテナサイズの選択行動が離散連続的な現象となるため、上限と

下限を持つトピットモデルを適用した。

これらの手法の適用は、園内においては初めての試みであったが、物流に対

する分析の理論的な方向性としては、今後も注目すべきと考えられる。

さて、本章で行ったシミュレーシヨン結果から判断すると、コンテナ車によ

る道路負担を軽減するためには、大都市圏における経済成長の抑制と大都市臨

海都におけるコンテナ車の交通管理の 2点が具体的な方策として考えられる。

しかし、紛出入に依存し経済成長を重視する現在の日本においては、前者の実

施は望ましいことではない。したがって、都市・交通計画者の領域から判断す

れば、より現実的な方策は後者である。

ここで、コンテナ車の交通管理を実施するためには、以下のような対策が必

婆である。まず、 4.8. 6項のシミュレーション結果①，②により、港湾周

辺の大都市臨海部において、コンテナ車の道路交通需要が高まるのは避けられ

ないと考えられる。そこで、他の交通への圧迫や沿道環境を保全するためには、

1.大都市臨海部におけるコンテナ車の高規格道路ネットワーク利用

を促進すること
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が考えられる。また、 4. 8. 6項のシミュレーション結果③，④，⑤から、

コンテナ車のOD交通量と、積み替え輸送による一般トラックによる交通量の

発生・集中を、大都市臨海部において重複させないためには、

II 物流施設の立地や移転を計画的に誘導すること

が必要になる。

しかし、この 1，IIを実現するためには、大都市臨海部におけるコンテナ車

の経路選択特性と、港湾物読後能を有する物流施設の立地特性の把握が、前提

となる。そこで、次の 5重量においては、この両者に対する実証分析を行い、大

都市臨海部におけるコンテナ車の交通管理のための、現実的な課題を検討する。

4章の補注

補注 4-①:輸出入コンテナ輸送における産業構造の経済的連続性

港湾の背後圏ごとに異なる産業構造(労働生産性，諸物価等の相違)は、輸

出入貨物の生産と消費にも影響する。しかし、その関係は複雑で、地威経済の

各要素と輸出入活動が、相互に連鎖していると考えられる。本研究では、この

ような背後掴における経済活動全体のつながりを、産業構造の経済的連続性と

表現する。この関係は、目に見えぬ潜在的なものであり、間接的要因となる。

特に、輸出入コンテナ輸送においては、多種多様な品目を取り扱い、不特定

多数の荷主が利用することになるのであるから、このような関係を無視するこ

とはできない。

補注 4-②:同次関数における次数の意味

例えば、ある生産関数が k次同次関数で表わされているとき、 kの取り得る

値は、以下の 3つである。
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i I kく 1

ii) k = 1 

iii) k>  1 

このとき、 i)の場合は、生産要素の投入量の規模に対して、収穣(生産量)

は、逓滅的な変化を示す。また、 ii)の場合は、投入量の規模に対して収穫一

定であり、 iii)の場合は、投入量の規模に対して収種逓増(規模の経済)と

なる。

補注 4ー③:コンテナ車交通量の水準

一つの港湾から発生するコンテナ車の交通量は、一日に数千トリップに及ぶ。

この水準は、例えば、東京都 23区内に発生するすべての交通量と比較すれば、

数値の規模は必ずしも大きいとは言えない。しかし、港湾につながるのは限ら

れた道路である。このような道路に、超大型車両であるコンテナ車が数千台の

規模でひしめくことは、その交通容量に重大な影響を及ぼすことが避けられな

い(写真 4-1参照)。さらに、コンテナ車の他、積み替え輸送による一般貨

物車のトリップも同時に生じていることを考えると、本章で議論したコンテナ

車交通量の水準は、港湾周辺の道路交通問題にとって無視することのできない

状態と考えられる(写真 4-1参照)。

写真 4-1 コンテナ車と積み替え輸送車両で埋め尽 くされた臨海部道路

平成 5年度著者撮影，大阪港南港付近
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第 5章 大都市臨海都における輸出入コンテナ輸送の特性評価

5. 1 はじめに

2章及び3章の分析によって、都市における輸出入コンテナ輸送では、特に、

大都市臨海部の交通や環境への~響が大きいことが、定性的に指摘された。さ

らに、 4章の各モデルを連携した感度分析によっても、輸出入コンテナ輸送に

伴う道路交通需要は、大都市臨海部に集中する特性を持つことが、理論的に裏

付けられた。また、このような輸出入コンテナ輸送による大都市臨海部への負

担は、コンテナ車の経路選択特性や港湾物流施設の都市内立地を管理すること

により、軽減できる可能性があることも、 4章の感度分析によって導かれた。

しかし、現実には、コンテナ車の経路選択や港湾物流施設の利用は、輸送業

者や荷主による企業活動の結果として生じているものである。したがって、大

都市臨海部における輸出入コンテナ給送を計画し 、管理して行 くためには、事

前に解決しなければならない、現実的な問題点が存在すると考えられる。

そこで、本章では、コンテナ車の経路選択特性と港湾物流施設の立地特性を、

現象分析による理論的アプローチによって定量化する。さらに、その結果から、

大都市臨海部における鎗出入コンテナ輸送への計画課題を、具体的に明示する。

5. 2 大都市臨海部における輸出入コンテナ積載車両の経路選択特性

5. 2. 1 はじめに

将来的に港湾背後の大都市臨海部における、コンテナ車の道路走行を考慮し

てゆくならば、都市変通への適合という観点から、

① 交通安全及び沿道環境保全を維持すること弓

② 道路の幾何情造との調和を保つこと F い

③ コンテナ車の通行経路選択特性に基づいて

道路交通を計画'管理すること
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の 3つが問題と考えられる。①，②の解決への具体策としては、大都市臨海部

における高規格道路ネットワーク豊富備が上げられる。これは、超大型であるコ

ンテナ車の走行にとっては有効である。しかし、コンテナ車による高規格道路

の利用を促進するためには、③の問題を解決する必要がある。

コンテナ車の道路交通を対象にした研究には、渡辺，苦瀬，新谷らによる道

路利用特性に対する分析がなされている尻 。しかし、定量的な経路選択のモ

デル化はまだ試みられておらず、③の問題はまだ正確に犯握されていない。

そこで、本節では、コンテナ車の通行経路選択行動を多項ロジッ卜モデルに

よりモデル化し、その因果関係を把握することを目的とする時句。 分析には、

首都圏臨海部の道路に多量に発生する、東京港大弁埠頭と横浜港本牧提言頭聞の

輸出入コンテナ愉送を対象にするー4

5. 2.2 大都市臨海部における総出入コンテナ道路輸送の現状

( 1 ) 愉出入コンテナの道路舗送の特徴

輸出入コンテナの道路輸送のODは、その主要な部分が港湾から近距離に集

中している(100km内)。特に首都圏では、東京港と横浜港が憐嬢しているた

め、両港湾問に大量な輸出入コンテナ輪送が発生し、 40km帯の輸送量シェアが

大きくなっている(図 2-7参照)。

これら東京港・績浜港をベースとして涜動している輸出入コンテナが、 OD

間の主要な連絡路として用いている道路は、首都圏における重要な幹線道路が

中心となっている(図 2-1 1参照)。しかし、コンテナ車の通行する道路は、

一般国道や主要地方道が大部分であり、高速道路や有料道路の利用は多くない

(図 2-8参照)。これは、今後の臨海部における道路ネットワークが、高速道

路ー有料道路を中心として型車備される方向にある点から考えると問題である。

( 1 ) 大都市臨海部におけるコンテナ車の道路利用

東京港と横浜港における臨海部周辺の、輸出入コンテナ輸送のoDjjlJシェア
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@⑤ 

両士阜頭がそれぞれ東京港と横浜港を代表する外貿コンテナ埠頭であるため、膨

大な量の輸出入コンテナが取り扱われている点と、それに対応して両場頭の周

辺に、物流施設の整備 蓄積が進んでいる点に、起因していると考えられる 。

なお、その他のコンテナ車の ODも、物流施設が集積している臨海部(図 4-

2 1参照)と各簿頭との組み合わせがほとんどである 。

したがって、東京港・績浜港周辺部におけるコンテナ恵の経路選択特性は、

大井場頭~本牧埠頭閣を走行するコンテナ車の経路選択特性により、代表的に

示すことができると考えられる。

さて、両埠頭聞の主要な連絡道路としては、国道l号，国道15号，首都高速

(横羽線)が、代替可能ルートとして重要である(図 2-1 1参照)。ここで、

各経路のコンテナ車のトリップシェアを調べると、国道15号，国道l号，首都

高速の願となっている(図 5-2参照)。この原因には、各経路を利用したと

きの距離の相違がまず第ーに考えられる。しかし、コンテナ車のトリップは企

業車による業務トリップであるので、距離の要因だけで経路選択行動を説明す

ることは灘しい。例えば、国道l号と首都高速の比較では、距S症が大きいにも

かかわらず、国道l号のトリップシェアが多くなっている(図5-2参照)。

では、主要なコンテナ埠頭聞の輸送量が多くなっており、特に、東京港大井埠

頭と横浜港本牧埠頭 (以後必要の無い限り大井提言頭，本牧埠頭と記す)を OD

に持つ給送シェアは、ほぽ全体の半数に及んでいる(図 5-1参照)。これは、

(え)

日 10 20 30 40 5日 60 70 8日 90 100 

図5-1 東京港・積浜港臨海部における港湾問コンテナ車トリップのODシェア
2日間における1796トリップ

東京港・横浜港経由コンテナ
昭和58年実績値5-4)より作成

①大井土車頭~本牧埠頭，②品川埠頭~本牧埠頭，

③中央，港，狂東~本牧埠頭，④大井埠頭~鶴見，神奈川，西，

⑤大黒埠頭~大井埠頭，品川埠頭，中央，港，江東，⑥他
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25 (kml 
固 トリップ

・』 距離

5. 2. 3 大都市臨海部における輸出入コンテナの道路輸送特性500 

400 24露 ( 1 ) 輸出入コンテナの道路輸送規模

じ3四
‘ソ

妥2四

成

プ

車

作

ツ

ナ

り

リ

テ

よ

ト

ン

川

9

コ

ト

6
連

値

6
関

績

、

港

実

計

浜

年

集

積

B

E

 

区
d

M

R

H

和

日

京

昭

2
東

つJV円己 現在、世界中に流通している輸出入コンテナの主流は、 ISO規格コンテナで

あり、 40ftコンテナの場合、長さ 12.19m，幅2.43田，高さ2.59四，最大総重量30

.48tonに及ぶ(表 5-1参照)弓眠、 。このような巨大な構造物である輸出入コ

ンテナの道路輸送は 、トレーラに積載しトラクタにより連絡を引するという方

式(セミトレーラ方式)をとるため、コンテナ車の大きさは、長さ 16.4m，高さ3

.8mに達し、道路交通機関の中では最大となる(2. 3節参照)。さらに、こ

れらの規模は、総送される輸出入コンテナのサイズ，貨物の積議状態によって

大きく異なってくる(表 5-1参照)

したがって、コンテナ車による経路選択行動には、鎗出入コンテナの巨大性
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図5-2 大井海頭本牧埠頭閉経路別コンテナ車
トリップシェア及び距離の相違
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表5-1 輸出入コンテナ及びコンテナ車の規模
文献5-5)より作成

と個々の輸出入コンテナの規模の相違を考える必要がある。

( 2 ) 道路輸送時の輸出入コンテナの閲有属性
コンテナ種別

長さ (m) 

幅 (m)
高さ (m) 

自重 (ton) 

総重量(ton)

(70%積歳時)
3ンテナ車長(m)

コンテナ車高(m)I 3.80! 3.8o 3.75 
傘・貨物70%穣責主将の重量は‘ヨンテナの自重2.0トン(20ft)、

3.5トン(35ft)、 4.0トン(40ft)として計算した。
注)本節の分析データの時系列{昭和58年時点)で
は、 35ftJンテナも国内を輪送されていた。

(a)輸出入コンテナの固有属性

道路輸送中の輸出入コンテナには、以下の 5つの固有属性が存在し、コンテ

ナ車の経路選択行動に~響を及ぼしていると考えられる。

① コンテナのサイズ ・・ (20ft， 35ft， 40ft) 

② 貨物の積載状態 … {実入コンテナ，空コンテナ}

③ 積載貨物の品目 … {輸出入貨物}

④ 輸送の依頼者

⑤ 輸送の方向

{船会社，荷主}

{大井→本牧，本牧→大井等}

そこで、この節では、大都市臨海部における総出入コンテナ輸送の代表とし

て、大井埠頭と本牧埠頭間のコンテナ車トリップについて、上記の 5つの固有

属性相互の通行経路別クロス集計を行ない、経路選択への修響を検討する。

なお、コンテナサイズについては、本節の分析データの時系列(昭和58年)

においては、 35ftも存在していたので、それを考慮する(5. 2. 5節参照)
50台

(b) 貨物の積載状態とサイズの~響
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まず、実入コンテナの場合は、国道15号(:最短経路)選択の指向が強いが、

空コンテナではこの傾向は減少している。サイズ別に見るとこの傾向は、 20ft

コンテナの方が顕著である。また、首都高速の利用も、空コンテナでは減少す

る傾向にある(図 5-3)。このような貨物積載の有無，サイズの彫響について

は次のように考えることができる。

空コンテナ輸送の場合は、貨物を積載していないため、輸送の依頼者に対す

る輸送会社及び運転手の責任が実入の場合より軽いと考えられる。よって、経

図5-3 経路，輸送の依頼者，J/テナザイA'.貨物の積書賞状態別発生トリップ頻度
大井埠頭と本牧埠頭聞のコンテナ車トリップ

2日間における669トリップの集計結果
昭和58年実績値5-.4)より作成
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路選択要因としては最短経路指向への意識が和らぎ、その他の要素(例えば走

り易さ等)への指向が高まると考えられる。さらに、規模の小さい20ftコンテ

ナの方が、走行時の自由度が高〈制約条件も比較的少ないと考えられるので、

距離に対する自由度は、 35ft.40ftコンテナより高いと考えられる。また、空

コンテナの場合は時間的制約も軽減される場合が多いと考えられるので、有料

道路・高速道路利用への指向は減ると考えられる(図 5-3参照)。

( c )輸送の依頼者と積載貨物の品目の彫響

愉送の依頼者別トリップ数においては、船会社依頼による輸送量が多く、そ

の主要な積戴品目は雑貨となっている。さらに、船会社依頼によるコンテナ車

は、国道15号を指向する傾向がある(図 5-3. 4参照)。このような傾向は、

5日台

図5-4 貨物の品目，経路，輸送の依頼者別発生トリップ頻度
2日間における436トリップの集計結果
大井埠頭と本牧海頭聞のコンテナ車トリップ
昭和58年実績値，.より作成
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次のように考えることができる。

雑貨は、 1個の輸出入コンテナを独自に満載にすることができない小口の貨

物を持つ、不特定多数の荷主の貨物によって構成されている。これらの貨物は、

船会社のコンテナターミナル内の CF S (貨物のコンテナ詰め取出施設)等に

て受け渡しが行なわれている。そのため、雑貨を積越した愉出入コンテナの陸

上輸送料金は、船会社の負担となる 5 ち。したがって、船会社依頼による雑貨

の輸送時には輸送の経済性が尊重され、首都高速等の有料道路の利用は敬遠さ

れ、最短経路である国道15号の選択が指向される。しかし、繍送の経済性は、

車体の規僕の相違やその時々の道路状態によっても変化するので、国道 1号線

の選択もなされていると考えられる。

50台
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図5-5 輸送の方向，輸送の依頼者，経路，貨物の積鍛状態別発生トリップ頻度
大井埠頭と本牧埠頭聞のコンテナ車トリップ

2日間における669トリップの集計結果
昭和58年実績値0:; 4)より作成
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図5-4では、雑貨以外の品目においても最短経路を選択する傾向が存在す

るが、首都高速の利用は雑貨より多い。これは、特定品目を積載した輸出入コ

ンテナの場合は、 1つの荷主の大口貨物となるので荷主の意志カが強くなり、

輸送の経済性と共に輸送サービスの質が意識されていると考えられる。

(d) 繍送の方向による~響

輸送の方向別トリップ数では、本牧埠頭から大井提言頭向けのシェアが多い

(図 5-5参照)。これは、経路選択上の問題というよりは、東京における貨

物需要量が多いことに起因していると考えられる 5 .。しかし、輸送の方向に

よって各経路の右左折回数等が異なるのは明らかであるので、常識的に見て輸

送方向の相違も経路選択になんらかの影響を与えていると考えるのが妥当であ

る。図 5-5では、船会社依頼による首都高速利用トリップにおいて、貨物積

童話の有無を関わず大井埠頭から本牧埠頭向けのシェアが高くなっている。この

傾向には、首都高速入路へのアクセスの状況などが関連していると考えられる。

5. 2.4 コンテナ車による通行経路選択行動への仮説

( 1 ) コンテナ車の経路選択構造

コンテナ車の道路走行の背景には、輸送の依頼者と輸送会社による輸送業務

の契約が存在し、それに基づいて運転手への輪送の指令及び輸送する輸出入コ

ンテナの状態が定まってくる。したがって、愉出入コンテナの道路愉送におけ

る通行経路選択行動は、①輸送の依頼者と輸送会社による企業行動、②通行経

路の交通特性とコンテナ固有の状態によるコンテナ車の道路走行条件、という

2つ制約条件下の基でのコンテナ車運転手の行動と考えられる(図 5-6参照)。

( 2 ) 道路交通特性とコンテナ車との関連

コンテナ車に対する各道路の交通特性としては、大型車の走行特性に影響す

一 196 ー

る要素を考える必要がある(5. 2. 3項参照)。一般に大型車の走行特性の

典型的な特徴としては、巨大な長さと重量による運転への制約があげられる。

この長さと重量による制約は、大型車に特有な交通事故の中に明確に表われて

いる。近年、社会問題にまで発展した大型車に特有な左折時巻込，ジャクナイ

フ，共振現象等の代表的な事故現象の発生には、大型車の長さと重量が関係し

図5-6 コンテナ車の通行経路選択僧造

表5-2 大型車に特有な交通事故特性
文献5-1，7)より作成
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ていることが、すでに常識となっている(表 5-2参照)雪 1 円。

コンテナ車は、大型車の中でも最大となるので、この長さと重量に~響を及

lますような道路交通特性が重要となってくる。また、 5.2.3項で示したよ

うに、コンテナ車の道路走行時の規績は、積載している輸出入コンテナのサイ

ズ，貨物の積戴状態によって大きく異なってくる(表 5-1参照)。したがっ

て、同じ道路を走行するコンテナ車の走行への彫響は共通ではなく、個々のコ

ンテナ車ごとに異なっていると考えられる。 5. 2. 3項 (2)の (b)で、

20 f tコンテナと 40f tコンテナに傾向の相違が見られたのは、このよう

な理由と考えられる(図 5-3参照)。

5. 2. 5 輸出入コンテナの道路輸送における経路選択モデル

( 1 ) コンテナ車による経路選択のモデル化

(a) 非集計多項ロジットモデルの適用

コンテナ車の経路選択に適用するモデルとしては、

① 運転手の行動と企業の行動を反映可能な行動モデルであること

② 目的変数値は特定の経路の選択の有無を示す離散データとなること

の理由から本節の分析では、以下に示す非集計多項ロジツトモデルの適用を行

なう &弓色 。

p， = 
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( 5 -1 ) 

表5-3 モデルの適用ケース

使用データ 昭和58年実績値{(社)日本海上コンテナ協会調査5-4)結} : fJn・b数669
(内容) (輸出入ヨンテナ1個単位の陸上愉送業務内容7'j'Jート調査 果)

輸送のOD 東京港大井埠頭~横浜港本牧場頭(J'jj't'I-ミナ晶と士車頭周辺の物流施設)

ODの起点 東京大詰:環状7号線平和島大井埠頭入口交差市点(東京都大回区)
横浜本 :国道133号大桟橋入口交差点(積浜 中区)

経路選択肢 3ルート :① 国道 l号(環状7号線線，国道道133号経経由由由:実実実績績値値値K718.68Z)) 
②国道15号(環状7号 ，国 133号 : シェ771.60% 
③首都高速(平和島IC.横浜公園IC経 : 績 シェ79.72%)

図5-7 東京港と横浜港聞におけるコンテナ車による経路選択への代替案
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i:観測値(i= 1.….n) K:変数属性数

j :経路選択肢(j=l.....c) X" ，:変数

1:変数属性(1=1.….K) β ;未知Jドラメサ

C:経路選択肢数 p， ，:選択確率

分析には、昭和58年実績値... ..:)による大井埠頭と本牧草草頭をODに持つ669

台のコンテナ車トリヲ7・を対象とし、通行経路選択肢には国道l号，国道15号，首

都高速(横羽線)の 3経路を設定した(表 5-3 .図 5-7参照)。

なお、ロジツトモデルの推定における効用関数値の作成には、ベースとなる

選択肢を首都高速に置 くこ とにする。つまり、国道 15号及び国道 1号の特性

値から、首都高速の特性値を引く形で、効用関数の変数値を編成する 。

(b) 経路別~通特性変数(L 0 S)とコンテナ固有属性変数(SE) 

経路別交通特性変数値の作成には、まず、コンテナ車の大型車としての走行

特性(長さと重量)に~響を及ぼすと考えられる道路交通状態，道路の幾何櫛造

と、総送の経済性に影響を及iますと考えられる時間，料金経費を考慮して交

通特性を選ぴ、経路別に各特性値の算出を行なった 5 ，心。 道路交通状態を示

す特性としては12時間交通量，速度，交通密度を、道路の幾何構造を示す指標と

しては車線数，車道幅員，信号交差点数，右折回数，左折回数，駅前及び駅前通り

通過数を、時間を示す指標としては平均時間を、料金 ・経費を示す指標として

は首都高速料金と距能を、それぞれ検討対象に選んだ(表 5-4参照)。

5.2. 3項の分析から、これらの交通特性による彫響は、コンテナ車の規

機により個々に異なっていると考えられる。コンテナ車の規模は、道路走行中

の運転手にとっては大きな負担である。したがって、ある経路の交通特性が経

路選択に対してプラスの効果を示しても、コンテナ車の規複が大きくなれば、

その効果も減少すると考えられる。逆に、交通特性のマイナスの効果に対して

は、コンテナ車の規模はそれを助長すると考えられる。 そこで本節の分析では、

このようなコンテナ車の大型車としての特性をモデルに反映する目的で、鎗出

入コンテナの長さ (TE U数 20f tコンテナ=1 )と重量(トン数)を用

- 200 ー

| 内 容 |単位 |ー↑:;:;「首都高速 |で!官:

表5-5 輸出入コンテナ固有属性変数 (SE) 

コンテナ固有属性 変数値 変数名

①コンテナサイズ TEU数:1=20ftコンテナ.1.75=35ftコンテナ.2.0=40ftコンテナ
..・・・・ 4・・.......・..・・ーー・・・・・・・・・ー・ ・ーーー・ー・ー・・・E・一一，一一一一一一一一ー一ー一晶一晶一晶一晶一晶一・ーー-ーー・・_--------合唱.............ーーーーーーー ーーー.._---_-_-_...ーーー・ーーーーーーーー・・ー.......・...噂圃司・

②コンテナの重量 空: 2.0ton(20ft). 3.5ton(35ft). 4.0ton(40ft) 
貨物積書2率0.7) 実入:14.6ton(20ft).19.25ton(35ft).22.2ton(40ft) 
ーーーー・ーーーーー・ー.....・・.-----ーーー...・......--
③貨物の品目 農水産品，金属機械工業品，化学工業品. I AG1.AG2.MT1.MT2.CH1. 

軽工業品，雑工業品，特殊品，雑貨、による CH2.LT1.LT2.MS1.MS2. 
7分類(大分類) (TEU数ウェイトダミー変数)I SP1.SP2.MX1.MX2 

........--・・..・・ーー・・ー・・・...・・..__ー・ー・・・・・・ 4・ー・・・..ーー.......‘・・・・・一.一，一.一，一.一，一，一..一a一』 晶一晶一a一-一a一.一.一.一 ーー・.........-----ーーー...................-.-.----ーーーーー-ーーーー・ーーーーーーーー...・・・a・a・・・・・・・・・・..・・・・・・

④輸送の依頼者 1船会社， O.その他 (ダミー変数) OR1.0R2 
......ー・ーーーー............司・・.....ー・ー......・・・・・・・・・・・・ー・・・・・ー一，一.一，一，一，一，一F一宇&晶一晶一晶一晶一a一・一・・・.........ーーーーー・ー・・ー・ー・.......-_._---_.....................ー.............・・....ー..司..-.・・ー.......----司

⑤輸送の方向 1.大井→本牧， O.本牧→大井 (ダミー変数)
ー.....................-ー・ー・......-_..・.......一E一"一一一'一..守a一一』晶一晶一晶一ー一・一.---ー.....--一.一，一.一一，一，一，一一F一一 ー一晶一晶一晶一a一-一-一-一...ー-ーーーー・・ー・.............-.----_.・・ ・・・a・...ーーーーーーー・...ーーーー・・ーー・・ー・・ー・・・..

⑥貨物の積載 1実入(貨物積載).O.空 (ダミー変数) FLl. FL2 

設)① ②，⑤は経路別特性変変数数作成代時に用い2るの変値数は。
変数lの値は国道1号特牲 に入，変数 国道15号特性変数に代入。
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いて(表 5-5参照)、各輸出入コンテナ個別に重み付けを行ない、それを経

路別交通特性変数値とした。重み付けの方法は、経路選択に対してプラスの効

果となる特牲については重みで割り、マイナスの効果となる特性には重みを積

算した。また、加減速や燃料消費等に係わる特性に対しては重みとして重量を

用い、旋回性，路面専有に係わる特性に対しては長さ (TE U) を重みとして

用いた(表 5-4参照)。

なお、コンテナ固有属性変数については、 5. 2. 3項(2 )の (a) に基

づいて、変数値の作成行なった(表 5-5参照)。

( 2 ) パラメータの推定

(a)変数の選択

表 5-4，表 5-5の中からモデルに採用すべき変数を選択するために、全

特性変数に対して単変数(SE変数については 2変数)によるロジットモデルを

適用して、符号条件(L0 S変数)及び t値の有意性を検討した(表 5-6参照)。

まず、 LOS変数においては(表 5-4参照)、常識的に見て車線数(LIN)，

車道幅員(WID)，速度(SPD)の符号は正であり、その他は負と考えられる。また、

SE変数(表 5-5参照)には、 1つの属性に対して 2つの変数が存在するので、

その両者が有意である必要がある。以上の条件を満足し有意となった変数は、

距離(DIS)，12持間交通量(FLW)，車道幅員(¥tIID) ，左折回数(LFT)，首都高速道路料

金(FAR)，雑貨(MX1，MX2)，紛送の依頼者(OR1，OR2)，貨物の積総状態(FL1，FL2)と

なった(表 5-6参照)

次に、これらの変数間の相関分析により(表 5-7参照)、相互に相関の低

い緩み合わせを最終的にモデルに採用する変数の組み合わせとした。なお、 S

E変数については、震性内の 2変数が同時に高い相関を示さない限り、属性ご

とに他変数との組み合わせに用いることにした。
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表5-6 単変数特性によるロ ジットモデルの適用結果

変数 間サ It値 |ρ2値 変数 l門川 I t値 |ρ2値

DIS 3.71*10.2 i -14.3・i0.178 AG1 -0.980 i -1.45 i 0.030 
AG2 1. 58 i 4.08・

FLW ー7.01*10.5i -12.3・i0.212 
MT1 -9.64 : -0.13 : 0.028 

LIN -0.118 i -1.39 i 0.001 MT2 2.09 i 3.40・

WID 0.276 i 8.29・i0.056 CH1 -9.57 i -0.23 i 0.008 
CH2 0.684 i -1.12 

SPD -3.22*10.2 i -10.4・i0.094 
LT1 ー10.6i -0.22 i 0.029 

TIM 0.442: 4.28' i 0.013 LT2 0.548: 1.85 

KNOR 1.40*10.4 : 1.71 i 0.002 MS1 5.01*10.'0 i 0.0000 i 0.030 
MS2 25.2: 0.0004 

CRS 1.46*10.3 i 11.1・i0.167 
SP1 

RGT 0.259・8.54・ 0.068 SP2 

LFT -0.263 :ー10.6・ 0.088 MX1 2.47: 5.81・ 0.146 
MX2 3.42 i 8.25・

STA 7.13*10.3 i 13.6・i0.175 
OR1 0.429 i 2.46・ 0.307 

FAR ー1.10*10.3 ;-11.8・i0.140 OR2 2.10: 14.5・

注)5H値=:1:1.96不0，*: 5%有束意ず。 FL1 0.543: 2.83・ 0.203 
SP1，SP2は計算可(収せ)， FL2 2.00 i 12.3・

表5-7 選択した変数聞の相関分析結果

変数 m 川 WID ILπ r FAR I MX1 I MX2 IOR1 I OR2 I FL1 
FLW I 0.176 
WID I -0.195 i -0.908 
LFT I 0.110 i 0.493 i -0.437 
FAR I O.∞7 i 0.575 i -0.330 i 0.270! i i i i 
MX1 I 0.270 i -o.:He i 0.246 i -0.184 i -0.273 
MX2 0:I60 i -0.265 i 0.191 i -0.362 i -0.273 i -0.159! 
0.144 i -0.239 i 0.228 i 0.026 i -0.449 i 0.~9~! -9 . ?1~ 

OORR2l -0.00l-03280.146-0.202j10449-0.246: ・0.599i -0.404 i i 
i'Li I O:425! -O:219 i 0.22i i -0.017 i -0.373 i 0.734 i -0.294・0.776・-0.335i 
FL2 I 0.268 i -0.292 i 0.152 i -0.211 10.373 i -0.204 i 0.734 i -0.335 i 0.776 i -0.278 
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( b )パラメータ 推定結果

分析は、まず、組み合わせ可能なすべての変数を用いて、式(5 -1 )に基

づく 3選択肢による多項ロジットモデルの適用を行なった。次に、その結果か

ら各変数の符号条件(LOS)，t 11直の有意性の検討により妥当でない変数を省き、

以後同様な分析を繰り返し行なった。その結果、最終的に 4つのモデルが有意

となった(表 5-8参照)

採用された変数は 7つ(LOS・距離， 12時間変通量，車道幅員，左折回数，首都高

速料金，SE:雑貨，貨物の積載状態)である。 LOS変数において 2つ以上の変

数の組み合わせが可能となったものは、 12時間交通量と左折回数(モデル①) ， 

左折回数と首都高速料金(モデル②)である。また、 SE変数は、全モデルに

対して有意性が認められた(表 5-8参照) 。

( 3 ) コンテナ車の通行経路選択要因

(a) S E変数のパラメータの意味

表 5-8におけるモデルのパラメータを考察すると、まず、雑貨(MX1，MX2)

は、全モデルにおいてプラスの経路選択要因となっている。雑貨の場合、船会

社による輸送の経済性優先の立場から、一般道路(国道l号，国道15号)選択の指

向性が強いと考えられる(5. 2. 3項(2 )の(c )参照)。本節では、首

都高速を選択肢のベースとしたので、 SE変数値を国道l号の特性変数(変数

1 )と国道15号の特性変数(変数 2)に置いている(表 5-5の注釈参照)。

したがって、雑貨のパラメータは、この傾向を裏付けていると考えられる。

また、貨物の積総状態は、一部を除けば(モデル④のFL2 )全体としてマイ

ナスの経路選択要因となっている。一般に、回送時の空コンテナ車と比較する

と実入コンテナ車は、輸送に対する時間価値への制約条件が多いため、最短時

間経路(首都高速)への選択指向性が強いと考えられる(5. 2. 3項 (2)の

(b)参照)。したがって、貨物の積載状態のパラメータは、このような傾向

を裏付けていると考えられる。
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モデル①

モデル②

モデル③

モデル@

実績値

表5-8 経路選択モデルのパラメータ推計結果

特性 変数 モデル① モデル② モデル③ モデル④

距離 DIS -0.04072 

12時間交通量 FL'tI -0.00006925 
(-4.093 

7.962)・・
車道組員 'tIID 0.1701 

(3.260 ・・
左折回数 L門 -0.1189 

。目1305 96 (-2.646)・・ (-3.862 ・・
首都高蹴ヰ金 FAR -0.001028 

( -6.340 ・・
雑貨(品目) 限1 5.036 4.542 4.898 

(6.708)・・ (6.088)・・ (6 6582 )・・ (6.652 ・・
限2 2.171 1. 611 2.251 2.056 
(4.439)"' (3.373)・・ (4.9375 )・・ (4.518 ・・

貨物の積載 FL1 -4.314 -3.739 -1.562 -3.011 
(-6.612)・・ (-5.774)・・ (-4.864)" 

FL2 -0.8584 0.01871 -0.007813 0.8800 
(ー2.540)・ (-0.06203) (同0.02140) (3.928)'・

ρ 2 0.367 0.326 0.277 0.273 

的中率 71. 60% 62.33% 71. 60% 55.31% 

注)括弧内の数値はt値， 5%t値=:t1.960，1%t値=:t2.576，特 :1賄意， *:5%有意

図国道15号園国道1号 四首都高速

{え)

o 1 0 20 30 40 50 60 70 80 90 100 

図5-8 モデルの経路別推計トリップシェア
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(b) L 0 S変数のパラメータの意味

モデル①は、 12時間交通量と左折回数によって説明されるモデルである。こ

のモデルから、コンテナ車走行時には、交通量の多い道路での不自由さや大型

車の左折に対する負担の意識(表 5ー2参照)が、運転手に働いていると考えら

れる。

モデル②は、左折回数と首都高速料金の組み合わせによるモデルである。こ

のモデルから考えられることは、例えば、首都高速料金等に対する運賃負担カ

の強い貨物(高価品等)を積載した実入りコンテナであっても、首都高速入路ま

でのアクセスに左折の負担が多くなると、首都高速の利用は減少してしまうと

考えられる。本節のケースにおいては、首都高速を利用して本牧埠頭から大井

場頭に向かう場合は、横浜公園ICへのアクセス時に、頻繁に左折を繰り返さな

ければならない。分析データにおける首都高速利用トリップは、本牧埠頭から

大井埠頭に向かうトリップが少なくっており、このような入路へのアクセスの

問題を考えることができる(5. 2. 3項(2)の (d)参照)。

モデル③は、距離によって説明されるモデルである。本節の分析においては、

愚短経路である国道15号へのトリップの集中が顕著であるので、距離のパラメ

ータが有意になったのは当然と言える。しかし、距隊だけでは他の経路のシェ

アの関係を説明することは困難である。モデル①，②と比較して、モデル③の

ρ2値が低いことには、このような理由が考えられる。

モデル④では、経路選択に対してプラスの要因と予想される車道幅員が有意

になっている。昭和58年時のデータでは、その他の経路と比較して国道l号

の車道幅員が最も広くなっている(表 5-4参照)。これより、距離が長いにも

かかわらず国道1号を選択する理由には、走行時の走り易さへの意識が運転手

に働いていると考えられる。

( c )モデルの現状再現性

各モデルに、本節の分析で用いたデータを適用し、経路別トリップシェアの

推計値を求め、実績値と比較すると図 5-8となる。これを見ると、国道15号
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と国道1号のシェアでは、各モデル聞の差は比較的小さい。これに対して、首

都高速のシェアでは各モデルの差は顕著である。特に、モデル③は実績値との

差が大きく、これは、上述した距離変数による説明力の限界を示すものと考え

られる。また、モデル②と②の傾向は頬似しており実績値との対応も良好であ

るが、これは、両モデルに共通して含まれる左折回数の変数による影響力が大

きいことを示していると考えられる。

以上のような各モデルの現状再現性及び表 5-8の説明力から判断すると、

今後の予測等に用いるには、モデル①もしくは②が適当であり、特に、高速・

有料道路によるネットワークを前提にした、港湾周辺の大都市臨海部を対象と

するならば、首都高速料金を含んだモデル②を適用するのが妥当と考えられる。

5. 2. 6 本節のまとめ

本節は、超大型車であるコンテナ車の、大都市臨海部(港湾周辺)における

将来的な道路交通量増加に問題意識を持ち、輸出入コンテナ給送を考慮した道

路交通計画の基礎となる、コンテナ車の通行経路選択特性の抽出を目的とした。

分析は、大都市臨海部に多量に発生する港湾問輪送に注目し、代表的な大井

海頭と本牧埠頭間の輸出入コンテナ輸送を対象とした。

分析の結果、大都市臨海部におけるコンテナ車の通行経路選択は、 OD聞の

距離の相違の他に、道路の幾何構造，交通量等の道路状態，及びコンテナ車の

大型車としての走行特性などに関連した総合的な道路走行条件に加え、積載貨

物の品目や有料道路料金支払に対する経済性等を支配する企業行動が反映した、

複雑な選択行動になっていると考えられる。

特に、大型車の特性を反映して高規格道路への指向性が表われているにもか

かわらず、高速料金や距離といった物流活動における輸送の経演性が優先され、

結果として、都市内を通過する一般道(国道 15号)にトリップが集中してい

る事実は、興味深い。

なお、本節で得られたこのような結論は、東京港・横浜港のような臨海部に

おける輸出入コンテナ輸送が多量に存在する地域(例えば、名古屋・四日市港，

大阪・神戸港，北九州ー博多港)では、応用が可能と考えられる。
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5. 3 都市における港湾物流施設の立地分布特性

5. 3. 1 はじめに

港湾物流活動に用いられる貨物保管施設(港湾物流施設5 - I I と記す)は、

港湾と港湾を利用する荷主の双方に密接な関係を持つため')-12 、貨物輸送の

一大発生・集中拠点となる。さらに、港湾物流施設は、海上輸送と陸上輸送の

中継のための一時保管が主たる用途5 12)となるため、そこに出入りするトラッ

ク等のトリップが随時頻繁に生じ、その交通量の大小も、施設の規模に直接依

存することになる。このような港湾物流施設の都市内における立地は、周辺の

交通や環境に与える影響が大きく、都市計画においても重要と考えられる。

さて、一般の物涜施設の立地については、例えば、矢野ら 5 " の研究が、

他用途施設との共存的土地利用というの観点から実証的な研究を行ている。ま

た、小池ら 5 " の研究は、都市内物涜施設の集積要因を調査し、その立地と

移転の関係をモデル化している。しかし、港湾物流施設の立地は、上述のよう

に、一般の物涜施設とは性格が異なっており、その立地の要因にも、港湾物流

活動との関連を第一に考慮する必要がある。

そこで本節は、首都圏における貨物保管施設を有する物涜業者の立地の現状

を調べ 5 15 、港湾物流施設に特有な立地要因の把握を目的とする。分析では、

都市内港湾物流施設の立地と施設量が、 一般物流施設との混在により離散連続

的な問箆となるため、非集計トピットモデルを適用する。また、既存推定手法

(プロピットモデル，重回帰モデル)の適用を通して、離散連続モデルとして

のトピットモデルの有効性も検証する。

5. 3.2 都市における港湾物流施設の立地

( 1 ) 都市内港湾物語在施設の特徴

港湾において物流活動を行うには、貨物保管施設を保有することに加えて、

港湾運送事業の免許が必要であるき5 0 さらに、外貿貨物を取り扱うためには、
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通関事業の免許が必要である 5 5 。また、海運事業者は、タ ーミ ナルオベ レー

シヨン， C F S業務，フィーダーサービスの拠点、として貨物保管施設を保有し

ている雪 5'。

そこで本節は、都市内に立地する物流施設の中で、

① 港湾運送事業者の保有する貨物保管施設" 15 J 

② 通関事業者の保有する貨物保管施設ち"， 

③ 海道事業者の保有する貨物保管施設5 >5 

の3つを、港湾物流施設として取り扱うことにする。

( 2 ) 港湾物流施設の立地特性

(a) 一般物流施設との混在立地

都市内に立地する貨物保管施設という点では、港湾物流施綾は、一般の物流

施設と外見上も法的にも区別されない。したがって、貨物保管施設の立地に適

する地域であれば、港湾物流施設は、一般物流施設と混在して立地すると考え

られる(図 5-9参照)。

(b)港湾物流活動に対する経済性の制限

港湾物im施設を経営する事業者の規模を、資本金で調べると、小規僕なもの

から大規模なものまで連続的に存在している(図 5-1 0参照)。また、個々

の事業者における施設の立地を、港湾からの距離で比較すると、ほとんどの施

設が港湾から 100k回以内の地主要に立地している。特に、資本金が小さい事業者

ほど、港湾から至近の所にしか立地していない(図 5-1 0参照)

このように、港湾物流施設の立地は、①事業者の経営規模や②港湾からの距

離といった、港湾物流活動に対する経済性に制限されていると考えられる。
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図5-9 一般物流施設と混在立地する港湾物流施設
女 :港湾物涜施設 ・ :一般物流施設

東京都江東区清澄周辺
昭和61年実績値5-t 5)より作成

0000O r _ ~金・ . 
，---.. ・-‘ー.資 |ま・2書・'l!- - . 
1 • .・.・.

蚕 |:2.争 2・2・
玄 1四回ほお宅zz--
〆『、 1. ..._  

高 1:たえら -2・
、- 1・
1000 L 
B 50 100 150 
港湾からの距離(km) 

200 

図5-10 港湾物流施設の資本金と港湾に対する立地
首都圏の180事業所
昭和61年実績値5-I 5)より作成
距離は横浜港からの実走行距離5-4) 
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( 3 ) 離散連続的な港湾物流施設の立地分布

ここで、首都圏における一般物流施設と港湾物流絡設の立地分布を港湾から

の距荷量で示し(犠納)、その中で、港湾物流施設に対しては、その施設量の相

違も同時に示すと(縦紬) 、図 5-1 1となる 。これを見ると、多くの地域に

おいて、一般物流施設(縦紬=0の各点)が立地すると同時に、港湾物流施設

(縦軸>0の各点)も立地している。これは、都市内における港湾物流施設の立

地が、全物流施設の中では離散的な分布になっていることを意味する(図 5-

9参照)。また、港湾物流施設が存在すれば、そこには個々に異なる施設量が

保有されている(連続的施設置保有)

このように、都市における港湾物涜施設を対象とした分析では、①一般物流

施設と混在することによる離散的な施設立地、②事業所ごとに連続的に相違す

る施設量の保有、の 2つを同時に説明して行く必要がある。

1750OO 

議15四回 1・
窃125即日

51四回;; s 
量 5OO00民主ン:

(IT12)258mtL主文書i色 ... _ <0- _ 

o 50 100 150 200 
港湾からの距離(km) 

250 

図5-1 1 物流施設の立地分布と港湾物語E施設量
首都圏の488事業所
昭和61年実績値5-.引 より作成
横輸上の点は一般物流施設の立地を示す
距離は横浜港からの実走行距離5-4) 
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5. 3. 3 非集計トピットモデルの適用

( 1 ) 離散連続的な現象の理論的記述

前項の分析から、都市における港湾物混施設の立地は、 一般物流施設との混

在(図 5-9 参照)における、物流施設単位の離散連続的な問題である(~ 5 

1 1参照)。加えて、港湾物語在活動に対する経済性の制限が存在する現象

(図 5-10参照)と考えられる。このような、現象に何等かの制限が存在し、

離散連続的となる問題に対しては、トビットモデルが有効と考えられる。

トピットモデルは、 J.Tobin(1958)'.. によって開発された手法で、離散的

なサンプルと連続的なサンプルを同時に用いて推定する確率モデルである 。さ

らに、その推定値は、確率に基づく期待値によって示されるため、目的変数の

実数量にそのまま対応する (4. 5， 7節参照)

そこで、本節では、都市における港湾物流施設の立地分析に、 トピットモデ

ルの適用を考える。なお、トピットモデルの理論の詳細については、渡辺の研

究5 げは に示されており、また、本論文では、 4. 5，6節に述べている 。

(2 ) 港湾物洗施設立地へのトピットモデル適用

(a) トピットモデルの定式化

以上に基づいて、トピットモデルにより、都市における港湾物語E施設の立地

を、次のように定式化する。

w 港湾物流施設の保有する貨物保管床面積

(事業所単位の非集計データ)

L W，の下限値 (L=O)

y，・説明変数による線形結合
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変

ここで、

である。

y =β + LβX  

X" :説明変数(j = 1.….m) 

βJ・パラメ ータ(j=l .….m) 

β :定数項

1 事業所のサンプル(i=l，…， n) 

(b)適用データ

(5 -2) 

分析は、昭和 61年の実績値 ~ 15 を用い、目的変数には、首都圏の都市(市

及び区)に立地する物流施設を適用する。これは、貨物保管施設を保有する事

業所単位による非集計データである(表 5-9参照)。サンプル数は488であ

り、このうち一般物涜施設は308サンプル、港湾物流施設は180サンプルである

(表 5-9参照)。

表5-9 適用データ

教 適 用 でT タ (単位)

目 的 変 数 |港湾物涜施敵面積雪寸引 (事業所単位の貨物保管床面積 ;m勺

l!! 緬治十属佐軍卜産欄閥都有市幾←間属眉居性住一金十輔@@包海都一工指市軍市値帥容面高の積策'出附荷本額開盆《'岳k師al'血eii一勺{t百事.万万"円@】円《】/人皿等E口@}》密陸⑦師度軍'卸司院"藷時第厩'一@【楚四人有銅/終時ヨSkn幽一Z El一勺t百Jt一万〈グ…k@門ミ皿J飽年】偏9〉@s1@・蜘=小有， 0=舞》

争目』・・ 一一，ーー一一一--.......回一一一a

明 (全用途平均;百円/回り
ーー骨骨 司晶晶晶晶ー..._・ーーーー

変 売販売額，，ヨ'(百万円/年)

数 ， 港 距雌 {血l，(jJ)績浜港との距趨'・ (kml

2 地 l立地都市 |物涜施設が存在する茨城栃木 群馬，埼玉 千葉 東京 a 神奈川の各都県における市及び区
単繊対象港湾東京港，繍浜港

位

サンプル l都市における貨物保管施設を有する物議施設の立地 l件あたりの非集計データ ーけ，

注 11 総サンプル数 488 (港湾物涜施般 180サンプル，一般物涜施扱 :308サンプル)

注2) 一般物涜施訟のサンプルでは、目的変数(港湾物涜施設面積)の値はOである.

注31 港湾との距障は、 トラックによる実走行距障による.
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次に、都市における港湾物流施設の立地に関連する説明変数としては、物流

施設の固有属性と、その施設が存在する地域の腐性、の 2つを考える必要があ

る。本節では、基本的なものとして、前者には①事業者の資本金 R 門 ，②陸

連事業の有無 5 '':> を適用する。後者には、都市属性として③都市面積"i 1 c 

④人口密度bζ ，⑤地価只2，を適用し、また、産業属性として⑥工業製品出

荷額ー 22 ，⑦卸売販売額 523 ，⑧小売販売額 5 23 を適用する 。そして、物

流属性として、⑨都市内全貨物保管床面積 5-15) ⑩東京港との距離 R A ，⑪ 

横浜港との距離 5 " を適用する(表 5-9参照)

表5-10 パラメ ータ推定結果

推定モデル トピットモデル プロビットモデル 重回帰モデル

I!I明変数 パラメータ t 値 Jてラメータ t 値 パラメータ t 値

2.26131 x 10" 8.061" 2.83U8x 10・ 5.538・・ 1.73186x 10・2 12.132・・
錨骸固有属性 一 .......一一-一一一一日目 一一一一一一ー一一ー …一一・・…一一一

②陸運事業 2.61378 x 10' 6.070・・ 0.96782 6.105・・ 5.73437 x 10' 4.006" 
ト一一一一一一一一 一一一一・........一ー一一一一

地 都市属性 !③都市面積 64.78967 2.547・ 1.93274 x 10" 1. 940 
-・・..... ・・・4酔・4炉・‘酔・........... 晶晶a晶晶a晶‘・‘ ...................晶" ー圃圃司 晶，・....ーーー....

婦 一一 産業属性
物 .-一一一ー・ー一一一一一-一一・E 一日ー』ー一一一一 一一一一一一一一'一.........一一ー 一一一一一一..-・ ・............. 晶争押晶.............・

腐 涜 ⑨全貨物保管面積 1.84041 x 10・2 3.071・・ 1.06172X10令。 4.106・・ 8.44357 x 10" 3.347・・
属 “一一一一一一，一一ー…ー ................. .. 骨骨骨 骨........ ...............一一一ー一一一ー一一一 .........・・ー“
性 性 ⑪償浜港との距雌 -3.56148 x 10' -4.378・・ ー1.10546x 10" -3.661" -51. 36717 -2.158・

定 数 項 -2.75834 x 10・ -4.333・・ 1.11995 -4.692・・

分散 (σ勺 7.77059 x 10' 8.486・・ 1.00000 (仮定) 2.15164x10' (不偏分散)

観 日月 力 R'=0.364 ρき=0.298 R'=0.324 

的 中 首畢 66.17% 67.81% 

推定方法 A 尤推定法 最尤推定法 A 小自乗法

i最小値 7.83268 (施霞量) 1.66245 x 10" (確率値) -8.04502 x 10' (錨舷量)
推定値の施周 ! 日・・....・..........目白......・.......・.......・・‘日........・H・.唱............‘・・・e・・ー.......咽...ー・ー・ー・ー・...・・・..・....‘咽......... .........・................... ー一一....・....・一i一一一一一，一F晶一晶一a一圃一畠・.. ・-

最大値 1.27521X10' (施設量) 9.99999X10" (確率値) 9.98212 x 10・ (施般量)

トピットモデルにおける 初期対数尤度 L川 = -2243.48 (注 1参照)i x'分布適合度
対数尤度のx'分布適合度 収束対数尤度 L... = -2031. 81 -2 (L <引 一L，"， ) =423.34・・

** 1%有..* : 5 %有望r.無印 10%有意
R'・実績値と推定値の決定係数， ρ， 自由度調盤済み尤度比

注 1) トピットモデルにおける初期対数尤度 (LIRI) には霊園帰モデルのパラメータを仮定した.

注 2) プロピットモデルの推定では、目的変数がO以外のものを 1として分析した.

注 3) 的中華は、港湾物涜施殺の存在確率に対する実績値と推定舗の分担シェアによって算出した.

一
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5. 3.4 パラメータの推定

( 1 ) 推定結果

表 5-9に示したデータを式(5 -2) に適用し、相互に独立な変数によっ

てトピットモデルの パラメータを推定した結果、表 5-10とな った。この分

析では比較のために、トピットモデルと同じ正規分布を仮定する、離散選択モ

デルとしてプロビットモデルを適用し、また、連続モデルとしては重回帰モデ

ルを適用して、両者のパラメ ータの推定も行った(表 5-1 0参照)。

分析の結果、憲終的に有意となった変数は、表 5-10における①資本金，

②陸連事業，③都市面積，⑨都市内全貨物保管床面積，⑪績浜港との距離、と

定数項及び分散(トピットモデルの場合)の七つである(表 5ー 10参照)。

一般に、トピットモデルが有効な現象では、重回帰モデルを適用した場合と

比較すると 、その線形結合の傾きは、より大きくなると考えられるち， B 。表

5 -10では、重回帰モデルと比較してトピットモデルは、すべての変数にお

いて、パラメータの絶対値が大きくなっている。よって、本節において、都市

における港湾物流施設の立地分析にトピットモデルを適用したことは、妥当で

あったと考えられる 。

( 2 ) 港湾物流施設の立地要因

(a)施設固有属性変数

表 5-1 0における施設固有属性には、①資本金，②陸連事業、の 2つの変

数がプラスで有意となっている。これには、次のような理由が考えられる。

まず、港湾においては、その港湾を利用する背後圏全体の貨物が一極集中す

ることになる。さらに、船舶の規模が巨大であるため、その出入港に伴って生

じる貨物の荷動き量は膨大となる 。このような状況では、貨物輸送量が恒常的

で多量に存在するため、港湾物流施設においては、規模の経済性ち a が働い

ていると考えられる(① )。また、自ら陸運事業を実施できる事業者は、荷主
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に対する愉送サービスや港湾へのアクセスの面で有利になると考えられる(②)。

( b)地減属性変数

一
悶

悶

悶

悶

悶

悶

何

回

目

U

m

u

m

凶

m
u
n
U

2

8

8

6

4

2

 

議
場
一
混
現
一
点
量
ぽ

4i 
3差

次に、表 5-1 0における地域属性には、③都市面積と⑨都市内全貨物保管

床面積がプラスで有意となり、⑪横浜港との距離がマイナスで有意となってい

る。これには、次のような理由が考えられる。

まず、広い面積を保有する都市は、そこに存在する諸産業の数も多くなるの

で、そこに立地する港湾物流施設への需要も高いと考えられる。加えて、港湾

物流施設の用地確保の面でも有利と考えられる(③)。また、一般に、港湾物

流活動は、複数の業者により連携されるので宮古 、物流業者が集積している都

市は、港湾物流施設の立地に適すると考えられる(⑨)。さて、横浜港は、明

治時代から国際商港として栄えてきたため、港湾物涜活動に関連する多数の施

設や機能が歴史的に集積し、港湾物流を利用する疏通体系が確立されていると

考えられる。したがって、首都圏の都市における港湾物流施設の立地には、犠

浜港周辺への利便性に対する、立地限定性が存在すると考えられる(⑪)。

日'--・・ J 1 
o 100 200 300 400 500 
資本金(億円〉

図5-12 トピットモデルによる施設立地量の推定
東京都江東区(横浜港から53km''))と
横浜市中区(横浜港から8畑，-" )を比較

陸連事業を行わない港湾物涜施設を仮定

(a)港湾物流活動における規模の経済性

-6 
15 r (10 ~ /kml 

日 L/

、-ー
三三=

100 20臼 300 400 

港湾からの距離(km) 

( 3 ) 規模の経済性と立地限定性の推定

ここで、表 5-1 0に推定されたトビットモデルのパラメータを用いて、異

なる地域の港湾物涜鏑設量を式 (4-1 9 )で推定すると、図 5-1 2となる。

これを見ると、事業者の経営規模(資本金)が大きいほど、港湾との距離の相

違による施設立地量の差は、少なくなっている。これは、上述した港湾物涜活

動における規機の経済性の概念(5. 3. 2項参照)に一致している。

(b l港湾に対する立地限定性
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次に、表 5-1 0に推定されたトピットモデルを用いて、港湾からの距離に
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対する港湾物流施設の立地確率密度を求めると、図 5-1 3となる(式(4 

1 7 )参照)。これを見ると、経営規模(資本金)の小さい事業者の物流施設

ほど、港湾との距離に制限されて立地していると考えられる。これは、中小の

港湾物流施設が規模の経済性で不利な面を、港湾に至近な立地によって、港湾

物流活動への利便性で補っていると考えられる。逆に、大手の業者は、多くの

敷地を必要とするが、臨海部において不足する面積を、規機の経済性で港湾物

im活動への利便性損失をカバーしながら、内陸部にその用地を確保していると

考えられる。また、このような立地限定性の結果として、港湾周辺の都市には、

港湾物混施設の立地が集中し、集積の利益 5 <': 4 を生み出すことによって、多数

の施設が定着すると考えられる(図 5-1 4参照)。これは、表 5ー 10にお

いて都市内全貨物保管床面積が、プラスで有意になった事実と一致する。

(4 ) トピットモデルの有効性

トピットモデルは、限界値の存在によって離散連続的となっているデータに

対して、バイアスのかからぬようにモデルのパラメータを推定する手法である。

しかし、トピットモデルは、このようなパラメータ推定上の有効性 (4. 5 

節参照)に加えて、推定値の実用性の面でも優れている。

図5-14 大都市臨海部に集積する港湾物流施設
* :港湾物流施設 ・ :一般物流鈍設

東京都港区芝浦周辺
昭和61年実績f直ラ 1引より作成
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例えば、図 5-1 2の分析を重回帰モデルで行っても、推定{直が線形となる

ため、規模の経済性を表現することはできない。また、プロピットモデルは、

離散選択モデルであるので、図 5-1 2の分析そのものを行うことができない。

同織に、図 5-1 3の分析には、確率モデルでない重回帰モデルは利用できな

い。このような差が生じるのは、トピットモデルが目的変数の潜在的な存在確

率に基づいて、その推定値を期待値(実数量)で示すことができるからである。

つまり、トピットモデルは、確率モデルと確定モデルの双方の特性を、同時

に兼ね備えている分析手法なのである (4. 5， 4. 6節参照)。

5. 3. 5 本節のまとめ

本節は、都市内港湾物流施設が、周辺の交通や環境に影響を及ぼす存在であ

ることに問題意識を持ち、一般物涜施設との混在や港湾物流活動の特性を考慮

した、港湾物流施設に対する立地分析を行った。分析では、首都圏の都市にお

ける港湾物流施設の立地に対して、施設固有の属性と地域の属牲をインプット

とした、モデルを構築した。その結果、推定されたモデルのパラメータから、

都市における港湾物流施設の立地要因には、特に重要なものとして、

① 港湾物流活動に対する規模の経済性が反映すること

② 港湾に対する立地限定性が存在すること

の2点、が明らかになった。このような結論から判断すると、港湾物流施設は、

よほど大規模な事業者でない限り、臨海部からの分散移転に対しては、かなり

強い抵抗を示すと考えられる。その結果として、港湾周辺の臨海部では、港湾

物流施設が鶴港地区等の港湾地減に納まりきれず、近隣の都市内にその立地が

浸透してしまっていると考えられる(図 5-9，14参照)

なお、本節のモデルのアウトプットは、インプットに対する立地確率と施設

量の期待値を与える。これは、今後の、

③ 貨物需要変動に伴う港湾物流施設の立地と移転



④ 新規港湾建設に伴う港湾物語E施設の立地と集積

などの予測に役立つと考えられる。

以上の結論は、物流施設単位の非集計データによる、トピットモデルの適用

によって導かれた。さらに、本節で適用したデータを、プロピットモデルや重

回帰モデルに適用して比較すると、トピットモデルは総合的に優れている。よっ

て、厳散連続的な物流施設の立地問題に対しては、トピットモデルが有効と考

えられる。

5.4 本章のまとめ

本章は、大都市臨海部における輸出入コンテナ輸送を、都市サイド面から計

画 管理するために必要な、コンテナ車の経路選択特性と港湾物流施設の立地

特性を、現象分析理論によって定量的に明らかにした。

本章の分析で明らかになった事実を要約すると、以下のとおりである。

① 臨海部におけるコンテナ車の経路選択行動は、高規格道路を指向し

ているにもかかわらず、輸送の経済性が重視され一般道に偏っている。

② 輸出入コンテナ輸送のODとなる港湾物流施設は、港湾に対して立

地限定性や規模の経済性に支配されて立地している。

③ さらに、②の結果として港湾物流施設は、港湾周辺の臨海部都市内

に、その立地が集積してしまうため、コンテナ車の走行距離が短距離

となって、①に拍車をかけていると考えられる。

この 3点は、コンテナ車の高規格道路利用促進や港湾物涜施設の分散移転に

よって、都市における輸出入コンテナ輸送を改善して行くためには (4. 8節

参照)、避けることのできない計画課題と考えられる。さらに、これらは、港

湾地域の都市計画上の課題のーっとして、今後の大都市臨海部における都市計

画・交通計画のマスタープラン立案や、新規港湾計画の策定においても、重要

な検討事項と考えられる。
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第 6章 結論と課題

6. 1 研究の結論

( 1 )総論

本研究は、まず第 1章において 、研究の背景となる世界経済や日本の立場と

いった構造的な要因を抽出し、これに対応してきた輸出入コンテナ鎗送の歴史

について振り返 った。 そして 、この背景を根拠として 、輸出入コ ンテナの陸上

輸送が、都市サイドの問題 として重要であることを示し、本研究の導入とした。

次に、第 2章においては 、都市における輸出入コンテナ輸送の問題点を実証

的に示し、特に道路輸送の重要性をクロ ーズアップした。そして、第 3章では、

輸出入コンテナの道路輸送に固有な交通特牲を定量的に把握した 。

さらに、第 4章においては、この第 2章，第 3章での議論をベースにして 、

始出入コンテナを箔戴した車両(コンテナ車)の道路交通需要をモデル化し、

現状に対する感度分析を行った。そして、第 5章では、都市問題，交通特性，

道路交通需要、という観点から、輪出入コンテナ輸送の彫響が顕著な、大都市

臨海部の特性を定量的に評価し、具体的な計画課題の抽出を行った。

以上のような本研究の一連の分析によって、まず、輸出入コンテナ輸送が、

都市の交通 環境へ与える影響(例えば沿道騒音悪化と交通量増加)が具体的

に明らかにされた。そして、輸出入コンテナ輸送に関連する港湾背後掴の経済

活動やコンテナ車の交通特性に基づいて、コンテナ車のマクロ的な道路交通需

要の予測方法が、実証的に体系化された。さらに、よりミクロな視点から、コ

ンテナ車の経路選択特性と港湾物流施設の立地分布特性に対しでも理論的な評

価がなされ、コンテナ車の道路交通需要特性との関係から、大都市臨海部にお

ける道路負担の重大さも明確に示された。

このような一連の分析結果から統合的に判断すれば、本研究は、輸出入コン

テナ輸送に対する都市サイド面からの計画の必要性を、定量的に立証したと言

える。以上が、本研究の総論としての結論である。

さて、本研究の織成の中では、
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① コンテナ車の交通特性の定量化

② コンテナ車の道路交通需要予測体系の明示

③ 大都市臨海部の特性の定量化

の3点、が中心的な役劃を担っている。さらに、この①，②及び③においては、

犠々なの理論 手法に対する試みや工夫もなされている。そこで、これらの各

分析で得られた個別の結論を、以下に各論としてまとめることにする。

( 2 )コンテナ車の交通特性

まず、第 3章では、 3. 2節において、総出入コンテナの園内流動分布が一

般的なグラピティモデルで記述できることが示された。さらに、推定されたパ

ラメータから、鎗出入コンテナ輸送の空間的分布特性は、港湾からの距fttA抗

が大きく、各港湾ごとに背後屈の独立していることが明らかになった。ここで、

輸出入貨物は、程度の差こそあれ全国で生産・消費されているものであるから、

輪出入コンテナが港湾から遠距離に流通しないことは、貨物流動の観点から矛

盾が生じる。このような視点で、積み替え輸送の存在を議論したのが、 3.3

節である。ここでは、繍出入貨物の園内輸送が、輸送サービス特性と地域の属

性の相違によって、荷主がコンテナによる一貫輸送か一般トラックを用いる積

み替え愉送のどちらかを選択していると仮定して、集計ロジットモデルを適用

した。都道府県単位 ODの大まかな分析であったが、輸送料金差や品目特性に

よって有意なモデルが作成された。この事実は、輸出入コンテナ輸送において

積み替え輸送が存在することを証明するとともに、 3. 2節の結論との矛盾も

解消した。以上の 2点は、愉出入コンテナ鎗送の利用の結果生じる特性であっ

たが、コンテナのハードウェア自体の変化が、コンテナ車の交通特性に影響を

及ぼすと仮定したのが、 3.4節の分析である。ここでは、コンテナ車の車両

長に直接反映する輸出入コンテナサイズの大型化に目を向け、年々進行するコ

ンテナサイズの大型化と、貨物量の培加、多頻度少量化、高付加価値化といた

社会的なニーズの変化との関連性を、正準相関分析により統計的に導いている。
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(3 )コンテナ車の道路交通需要予測体系

以上の 3つの分析は、コンテナ車のマクロ的な交通特性を示すものであった

が、これらは、以後の道路交通需要予測体系の明示に大きく貢献することになっ

た。まず、 4. 2節においては、コンテナ車の道路交通量を予測するために必

要となるモデル分野が 9個であることを示した。しかし、 2章の分析から自動

車以外の輸送モードがわずかであることと、 3.2節の結論から港湾の背後聞

が独立していることを根拠として、短期予測を前提とするならば、最終的にモ

デル化する必要があるのは、貨物の生産 消費モデル、コンテナ積議置換算、

コンテナ車 OD交通量分布モデル、コンテナサイズ選択モデルの 4つであるこ

とを示した。

これを受けて 4. 3節では、貨物の生産・消費モデルの槍築を試みた。ここ

では、諸産業の活動が独立ではなく相互に影響を及ぼしていることや(産業構

造の連続性)、貨物量と貨物価額のバランスは地域間において相違するといっ

た、経済活動において常識的に無視することのできない特性を、トランスログ・

ヘドニック関数を用いてモデルへ導入することに成功した。データの制約から

必ずしも説明力が十分に高いモデルを得るには到らなかったが、一つのモデル

で他産業の間接的な影響や貨物価額と貨物量の関係を組み入れることができた

ので、貨物の生産・消費モデルにトランスログ・へドニック関数を適用したこ

とは妥当であったと言える。特に、貨物価額と貨物量の関係のモデル化の成功

は、後にすべてのモデルを連携してシミュレーションを実施した時に (4. 8 

節参照)、経済活動の変化に対する予測に大きく反映されることになった。

貨物の生産・消費量が知り得たならば、次に必要となるのが、貨物量に対応

するコンテナの個数を求めることである。そこで、 4.4節では、港湾に出入

する総貨物量を総コンテナ個数で除した数値(トン/TE U)を、コンテナの

貨物積載量換算単位として用いることを提案した。ここでは、品目別に換算単

位を導くことが望ましいが、品目別データが得られない制約があったので、統

計的に安定な港湾別・輸出入別換算単位を作成し、品目の~響等は港湾背後圏

ごとにそれら換算単位に内包させる方法をとった。 3. 2節の分析結果から各

港湾の背後圏が独立しており、各港湾で取り扱われる品目の特性もその背後圏
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の産業権成に直接的に依存しているのは明らかである。したがって、港湾別輸

出入別の換算単位は、短期予測であれば十分に利用価値があると考えられる。

この換算単位を用いれば、港湾に出入するコンテナの総個数が推定されるこ

とになる。よって、次の段階としては、これらのコンテナを陸上輸送する、コ

ンテナ車の交通量をoD)jIJ分布に振り分ける必要がある。そこで、 4. 5節で

は、コンテナ車のOD交通量分布モデルを構築した。ここで、利用するデータ

が短期調査期間による部分サンプルであったことから、トピットモデルを適用

して、データに把握されていない潜在的な焚通量を確率的に把握する方法で、

モデル化を実施した。 4. 2節にも述べたとおり、この分析で用いたデータに

は調査期間と母数にかなり制約があるが、 卜ピットモデルがこのような状況を

補正することを目的に開発された手法であることから、ここで、推定されたモ

デルは妥当なものと考えられる。なお、このモデルには、 3. 2節、 3. 3節

の結論を受けて、トピットモデルの線形結合にグラピティモデルと積み替え輸

送の要素を変数として導入している。

以上によって、コンテナ車のOD交通量の分布が示された。しかし、この段

階では、コンテナ車の交通量は、貨物積載量換算単位に対応する TEU数のま

まである。したがって、これを実際に輸送されているサイズの 20ftと40

f tに分配しなければならない。そこで、 4.6節では、輸出入コンテナを取

り扱う物涜事業所単位の非集計データによって、コンテナサイズの選択モデル

を嫌築した。このモデルの特徴は、コンテナサイズの選択が、 20f tと40

f tをそれぞれ単独で利用する事業所と、双方を同時に異なる個数で利用する

事業所が存在したため、上限と下限を持つ卜ビットモデルを適用した。この場

合のトピットモデルの持つ意味は、単にバイアスを補正するのみならず、 20

f tもしくは 40f tの単独選択と、 20f tと40f tとの同時選択が混在

する、 11散連続的な現象へのモデル化手法としての機能にある。この分析にお

いてもデータは十分とは言えなかったが、出荷貨物量の培加に対する大型コン

テナの選択指向などは、明確に示されている。さらに、同時に推定を行ったプ

ロピットモデルや重回帰モデルと比較しても、トピットモデルの方が妥当であ

る。なお、この上限と下限を持つトピットモデルは、上限値や下限値を予測の

段階で変更できる式形であるので、現在まだ使われていないサイズのコンテナ
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へのニーズ等を予測することも可能である。これは、 3.4節で述べた、コン

テナサイズの大型化の動向を検証するために役立った。例えば、この節の分析

では、日本では圏内流通が許可されていないが、全世界で主流となりつつある

40ft以上への選択需要を予測して、 3.4節の結論の裏付けを行っている。

以上の一連のモデルを連携して、本研究で提案したコンテナ車の道路交通需

要予測体系の実用性を検証したのが、 4. 7節である。この分析では、 4つの

モデルをすべて集計モデルとして積み上げたにもかかわらず、推定値の現状再

現性は良好なものであった。各モデルのキャリプレーションが、データの制約

から必ずしも最良な状態ではなかったことを考慮すると、本研究の需要予測の

枠組は妥当なものであったと考えられる。

このような本研究の需要予測体系の信頼性を根拠として、現状に対する感度

分析をシミュレーシヨンとして実施したのが、 4.8節である。このシミュレ

ーションの結果、輸出入コンテナ鎗送に伴うコンテナ車の走行による、大都市

臨海部への道路負担の重大さが歴然たるものとして示され、その軽減の方策に

は、港湾物流施設の分散化が一つのキーポイントとなる可能性が示された。

(4 )大都市臨海部の特性

このような結論を受けて、輸出入コンテナ輸送に対して都市サイドから対策

を講じるために避けられない、現実的な課題を拍出するために、大都市臨海部

における輸出入コンテナ輸送の特性を検討したのが第 5章である。

まず、 5. 2節においては、 4.8節の結論において大都市臨海部への道路

負担の重大さが示されたことに対応して、首都圏臨海部におけるコンテナ車の

経路選択行動を、非集計ロジットモデルによりモデル化し、その特性を定量的

に把握した。その結果、臨海部におけるコンテナ車の経路選択は、一般道路を

集中的に多用する傾向を持ち、有料の高規格道路を利用する傾向は乏しいこと

が示された。これは、港湾周辺の輸出入コンテナ輸送に伴う混雑解消のために、

臨海部に有料の高規格道路を盤備してもあまり効果は期待できないことを意味

している。これは、現在の道路行政の姿勢に対する重要な課題と考えられる。

さて、 4.8節のシミュレーシヨンにおいては、大都市臨海部における輸出



入コンテナ輸送の道路負担は、港湾物混施設を分散化することにより、隠滅で

きる可能性が示された。しかし、この実現は、港湾物涜施設の立地の実態を把

握し、その分布特性を定量的に検討しなければ、港湾物流施設の分散化の効果

は評価できない。そこで、 5. 3節においては、首都圏における各市区単位の

物流施設の現状を調べ、港湾物流施設が一般物流施設と混在して立地すると仮

定して、トピットモデルにより離散速続的なモデル化を行った。その結果、港

湾物語E施設の立地は、港湾に対する立地限定性に支配されており、それが長年

定着してきたため、港湾周辺に集積の利益も生じていると考えられる。したがっ

て、よほど経済的に大規模な事業者でなければ、臨海部都市内から港湾物琉施

設を分散化することは、困難と考えられる。

このように、 4.8節で示された道路交通需要の側面からの都市における輸

出入コンテナ輸送の適正化に向けての指針は、大都市臨海部における現実的な

特性を克服することが、基本的な課題であると考えられる。

本研究は、基礎的研究であるため、特定の個別事例を対象とした具体的な計

画や線引きは意図しなかった。しかし、今後の都市計画や交通計画において、

輸出入コンテナ輸送を考慮する必要性が生じた場合には、本研究のこのような

結論は、基礎資料として有益な情報を与えると考えられる。

6. 2 今後の課題

( 1 )輸出入コンテナ輸送に関するデータ

本研究の諸分析の遂行に当たっては、 4. 2節に述べたようなデータの制約

から、分析への導入部において様々な仮説や前提を整えなければならなかった。

特に、輸出入コンテナ給送に関するデータは、その調査数が少ない上に、貨

物流動に関する調査とコンテナ涜動に関する調査、そして、港湾出入時の貨物

量・コンテナ数に関する調査は、それぞれ独立に実施されたものであり、相互

に連携がなされていない。そのため、例えば、貨物の生産・消費地とコンテナ

車の ODとの聞に存在する、積み替え紛送の OD分布については、既存データ

では定量的なモデル化を実施することは不可能である。本研究は、コンテナ車
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の道路交通需要を目標としたため、この問題が大きな支障とはならなかった。

しかし、輸出入コンテナ輸送に伴う道路負担や都市への影響は、コンテナ車

のみならず、積み替え輸送によって生じる一般貨物車両によってもかなり生じ

ていると考えられる。この~響を定量的に示すために、貨物の生産・消費地か

ら港湾の間において、貨物の智正動、一般貨物車のトリップとその OD、コンテ

ナ車のトリップとその OD、の 3つが対になったデータが必要である。このよ

うなデータを収集するには、貨物の荷主・生産企業、陸運会社、コンテナの輸

送会社、積み替え輸送の拠点となる物涼施設、コンテナターミナル等の、意志

決定主体をすべて内包した調査を実施する必要がある。このような調査は、利

害関係の異なる様々な企業から情報を求めることになるので、垣根を越えた行

政の主導と業界の協力がタイアップしなければ、成しえるものではない。まし

てや、研究室レベルの小規機な謁査では、実用に耐え得るデータを収集するこ

とは、不可能である。これは、パーソントリップ調査と大きく異なる点である。

したがって、都市における輸出入コンテナ輸送に関する研究・計画において

は、上述したような行政レベルの調査を充実させることが第一の課題である。

(2 )分析手法・理論

本研究で用いた分析手法・理論の中で、ヘドニック・トランスログ関数の適

用と (4. 3節参照)、トピットモデルの適用は (4. 5. 6節、 5. 3節参

照)、新たな試みであった。これらの手法は、上述したデータの制約や限界を

克服するためにも大きく貢献した。しかし、その能力は、本研究の分析結果だ

けでは判断できない未知数の部分も多いと考えられる。

どちらモデルも欧米における計量経済学の分野で育まれてきた手法であるが、

囲内ではまだ普及していない。また、欧米におけるこれらの手法の多くは経済

分析に適用されているため、本研究のように土木計画・都市計画の分野で利用

された例は、園内外ともに数少ない。さらに、本研究での分析は、データの限

界があったため、説明力の十分なモデルを得るには到らず、これらの手法の有

効性を完全には明らかにできていない。したがって、今後は、様々な分析対象

にこれらの手法を適用し、その能力を評価して行くことも一つの課題である。
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6. 3 将来への展望

( 1 )都市サイドからの視点と対策

② 沿道土地利用を考慮した輸出入コンテナ輸送への交通管理(規制を含む)、

道路施設計画を実施すること ・・ 《コンテナ車の都市内沿道走行の軽減》

③ 鉄道や内航海道へのモ ーダル シフトを推進すること・・ 《道路依存の軽減》

本研究によって得られた結論から総合的に判断すると、都市におけるコンテ

ナ輸送に対して、今後に必要になる都市サイドからの視点と具体的な対策は、

次のように考えることができる。

まず、港湾に発生・集中する愉出入コンテナ輸送は、その港湾の背後圏全体

の輸出入貨物需要に対応している。したがって、港湾に隣接する都市内では、

その都市の輸出入貨物需要とは直接関連のない、背後圏各地減からの輸出入コ

ンテナ輸送が、沿道を通過する交通となって大量に生じている。輸出入コンテ

ナを積載するコンテナ車は、圏内最大の超大型車両となるため、コンテナ車に

よる都市内の沿道通過は、港湾を保有する大都市臨海部において、交通や環境

面に影響を及lます原因である。本来、このような交通は、港湾に隣接する都市

の沿道や他の交通とは分離すべきである。これは、大都市と港湾が隣接した日

本においては、避けることのできない計画課題と考えられる。

しかし、現実には、港湾物流施設が、港湾に対する立地限定性から、港湾に

隣接する都市内に集中して立地し、その結果として、背後圏全体の輸出入コン

テナ輸送が、港湾周辺の臨海部に集約されてしまっている。そのため、積み替

え輸送の発生により、一般の貨物車によるトリップも同時に生じることになる。

さらに、コンテナ車の走行する OD間(港湾~港湾物流施設)の距離が近距離

となり、高速道路や有料道路のネットワークが生かされず、輸出入コンテナ輸

送の多くは、都市内の一般道路に依存しているのが現状である。このような状

況に陥ったのは、物流施設に対する土地利用の考慮など、輸出入コンテナ輸送

に対する都市サイド面からの対応不足が一つの原因と言えよう。

以上の視点、から判断すると、都市と輸出入コンテナ輸送に対する現状の打開

策としては、次の 3点が効果的な対応と考えられる。

これらの 3点を具体的に実施するためには、解決しなければならない織々な

現実的問題点が存在する。その内容は、本研究の対象範囲を越えるものである。

そこで、これらの問題点の中で特に重要と考えられる、以下の 4点、

① 港湾物流施設の都市内立地に対する行政の対応

② 大都市臨海部における高規格道路利用促進のための運賃適正化

③ 輸出入コンテナ輸送におけけるモ ーダル シフトの推進

④ 国際化への対応

について、本研究の結論を参考に、将来への展望として以下に論説する。

(2 ) 港湾物涜施設の都市内立地に対する行政の対応

て規制・誘導すること . ((都市機能と港湾物語E機能の分離》

まず、港湾物流施設の土地利用に関する法制度上の認識は、日本では存在し

ない 。例えば、都市計画における用途地域の指定では、物語E施設は、地主要商業

娯楽施設の中の涜通施設と定義されている 。 しかし、それ以上の分類は、営業

倉庫か自家用倉庫かの区別のみで、港湾物涜施設に対する指定はない。

また、倉庫等の物涜施設に対する用途規制は、他の産業施設と比較するとか

なりゆるやかである 。例えば、営業用倉庫の場合、住宅地以外であれば、どこ

にでも建設することができる 。さらに、自家用倉庫であれば、第一種住専以外

のすべての用途地域に、建設が可能となっている 。例えば、大手メ ーカーが輸

出入貨物用に管理する大規模な倉庫(自家用港湾物流施設)は、用地さえ取得

できれば、都市内のほとんどの地域に立地できることになる。実際に、港湾物

涜施設は、 一般物流施設と混在して立地していることが、本研究の分析(5 . 

3節)で明らかにな っている。

港湾物流施設は、港湾に対する立地限定性に制約されて立地する特性を持つ

① 港湾物流施設(輸出入貨物の取扱が可能な物流施設)の都市内立地に対し
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ているので(5. 3節参照)、一般物涜施設の立地と区別がなされていない現状

においては、港湾近傍の都市内に港湾物沈筋設の立地が集中するのは当然の結

果と考えられる。しかし、港湾物涜施設は、コンテナ車のトリップと積み替え

輸送に伴う一般貨物車のトリップの双方が、多量に発生・集中を繰り返す拠点

である。したがって、輸出入コンテナ輸送を都市サイドから制御するためには、

港湾物流施設の都市内立地を管理・規制することが、最も効果的な方法である。

よって、今後の課題としては、港湾物語託施設の立地に対する行政側の規制が

必要であり、法制度上の区分けも含めて検討する努力が必要であろう。

(3 ) 大都市臨海部における高規格道路利用促進のための運賃適正化

大都市臨海部には、港湾の背後圏全体の輸出入コンテナ輸送が集中すること

になるのであるから、コンテナ車の走行を対象とした専用道路や優先道路を豊富

備することができれば、不要な都市内通過交通を軽減でき理怨的である。しか

し、コンテナ車の交通量が多いのは、港湾周辺の限られた地域であり、また、

大都市臨海部の地価が高隠している日本の現状では、このような道路の計画を

実現することは灘しい。そこで、次善の策となるのが、既存の高速道路や有料

道路の利用促進による、コンテナ車の都市内沿道通過交通の軽減と考えられる。

ここで問題となるのは、これらの道路の通行料金の負担である。コンテナ車

は大型車であるので、各道路の利用料金は、当然のことながら最高額の大型車

料金となる。一般に、輸出入コンテナの道路輸送運賃には、高速・有料道路の

通行料金は含まれておらず、その費用はすべて輸出入コンテナの陸上輸送会社

が負担しなければならない。加えて、コンテナ車の走行は近距厳が中心的であ

るから、港湾周辺に高規絡な道路が整備されても、コンテナ車の走行が有料と

なれば、その利用促進は期待できない。

そこで課題となるのが、輸出入コンテナの道路輸送に関する運賃の適正化で

ある。現状の運賃は、一般道路利用を前提とした輸送距離単位の区分けとなっ

ている。そのため高速・有料道路利用に伴う通行料金負担は、上述したように、

輸出入コンテナの陸上輸送会社やそのドライパーのみに託されている。しかし、

輸出入コンテナの道路輸送を利用することによって、最も思恵を受けているの
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は、貨物の荷主と船会社であから、港湾周辺の交通や環境へのt;響に対しては、

荷主や船会社もその責任を分担する必要がある。

したがって、輸出入コンテナの道路輸送運賃を、単に距離格別とするのでは

なく、都市の~通や環境へのt;響が大きい地域(大都市臨海部)に対しては、

高規格道路利用料金を運賃の中に組み込むなどの対策が必要であろう。

(4 ) 輸出入コンテナ愉送におけけるモーダルシフトの推進

以上の課題は、輸出入コンテナ輪送が、今後も既存港湾を経由して道路輸送

に依存するという前提にたっている。しかし、愉出入コンテナ輪送による都市

への影響が、その道路輸送に起因するものであるとすれば、愉出入コンテナ給

送においても、道路輸送からのモーダルシフトの推進は重要である。

園内における輸出入コンテナ輸送のモーダルシフトは、鉄道と内航海運にそ

の可能性を求めることができる。しかし、現状ではその両者とも見通しは明る

くない。総出入コンテナ輪送を実施するには、輸送活動の基盤となる施設が必

要になる。日本に輸出入コンテナ給送が導入された昭和 40年代初期には、園

内ではすでにモータリゼーシヨンが定着しており、外貿コンテナ埠頭を港湾に

盤備さえすれば、道路輸送によって鎗出入コンテナ輸送が実施できる幸運に恵

まれた。しかし、モーダルシフトの重要性が高まってきた現在から振り返れば、

これは、大きな失点であったと考えられる。

例えば、日本の外貿コンテナ埠頭は、建設当初から鉄軌道の導入を検討しな

かったために、コンテナターミナル内から輸出入コンテナの鉄道輸送が可能な

港湾はほとんど存在しない。さらに、昭和 50年代半ばからの旧国鉄民営化の

流れは、臨海部鉄道路線やターミナルの廃止を加速したため、始出入コンテナ

輸送の鉄道利用は、極めて困幾な状況に陥っているのが現状である。現在、総

出入コンテナの鉄道輸送は港湾問輸送を中心に、僅かであるが存在している

(東京港~横浜港)。しかし、その道路輸送に対するシェアは、ほとんどOに

等しい。また、これらの鉄道輸送のシステムは、コンテナ埠頭と鉄道ターミナ

ルの聞を道路輸送で結んでおり、効率も悪くモーダルシフトの観点からも魅力

は少ない。
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このような状況は、内航海運においても問機である。日本の外貿コンテナ埠

頭は、媛岸する外貿コンテナ船の最大船型を基準にデザインされているため、

小型の内航船による利用には適してない。そのため、内航船による輸出入コン

テナの輸送は、内貿埠頭を介して行われるため、外貿コンテナ埠頭との閤の輸

送は、鉄道の場合と同様に道路輸送に依存している。さらに、内航海運の場合

には、港と港を結ぶ輸送であるので、内陸との端末輸送には必ず道路輸送を利

用しなければならない。

以上のように、輸出入コンテナ輸送のモーダルシフトは、現状のコンテナ埠

頭における、構造上の限界によって向上できない状況にある。ところが、現在、

圏内の主要コンテナ埠頭の容量は、ほぽ限界に近づいている。加えて、輸出入

貨物の需要は増加し続けているため、今後は、各地にコンテナ埠顕の主主張や新

規建設が必要となるのは必至の状況にある。したがって、今後の新規港湾の計

薗において、鉄道と内航海運による輸出入コンテナ輸送を考慮した対応がなさ

れれば、モーダルシフトによる道路依存の軽減は、期待できるであろう。例え

ば、新規港湾計画ではコンテナ埠頭内への鉄軌道付設を盛り込むことや、一つ

のコンテナ埠頭内に外貨コンテナ船パースと内貿コンテナ船パースを併設すれ

ば、輸出入コンテナ愉送におけるモーダルシフトは確実に進むと考えられる。

( 5 ) 国際化への対応

上述した 3点の課題は、主として園内における課題である。しかし、輸出入

コンテナ輸送は、国際聞の物流活動であるので、世界情勢の変化にも日本は対

応しなければならない。

例えば、本研究の分析した範囲内においても、コンテナサイズの大型化とい

う問題に直面した。現在の日本では、長さが40f tを越える輸出入コンテナ

の道路輸送は、認可されていない。園内における道路事情だけを考えれば、こ

の規制は当然であり、現状よりさらに大きなコンテナは、狭俗な日本の都市の

交通事情には適合しないであろう。

しかし、輸出入コンテナ輸送は、当初米国の内陸輸送に始まって、全世界に

波及したシステムである。加えて、日本の経済構造は輸出入に依存しており、
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世界各国との聞の物流活動を、圏内の事情で阻害することは、物理的にも倫理

的にもすでにま午されない立場となっている。したがって、世界情勢の変化が、

日本にそ寸わない方向に推移したとしても、国際社会の一員として、日本は何

等かの譲歩、もしくは、対応を余儀なくされることは明らかである。事実、総

出入コンテナのサイズは、すでに米国やECにおいて、日本の規制レベルを越

えたサイズが、主流として流通している。

また、園内におけるコンテナ輸送システムと輸出入コンテナ給送システムの

整合性も極めて重要な問題である。米国では、もともと内陸輸送のコンテナシ

ステムから愉出入コンテナ輸送が開始されたので、国内輸送とのリンクは極め

て合理的に行われている。伊jえば、大陸横断鉄道によるダプルスタックトレイ

ンは、輸出入コンテナの大量輸送を実現し、海運会社を脅かすほどのシェアを

保持するに到った。また、 ECにおいては、日本と同じような狭隆な国土を持

つ国々が多いが、国演が陸地を介して他国と接している場合がほとんどである

ため、他国の貨物が、国内を常時、通過鎗送されている。結果として、園内総

送と国際輸送は、一回の社会基鐙施設の上を混在して行われることになり、両

者のシステムの整合性や互換性は必要不可欠となる。そのため、 EC内の各国

においては、国内紛送が愉出入コンテナ輸送に対応すベ〈努力がなされている。

ところが、日本では、圏内貨物船送に用いられているコンテナは、トラック

会社や鉄道会社の独自の規格であるため、輸出入コンテナ輸送に対する整合性

は事実上無きに等しい。これは、上述した世界各国の愉出入コンテナ輸送に対

する努力から考えれば、極めて奇異な状況であり、国際社会に対して責務の大

きい経済大国日本としては、早急に対応すべき課題である。
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あと古gき

本研究は、都市における輸出入コンテナ輸送に対して、道路輸送の側面から

基礎的な研究を行った。本研究の成果は、今後の港湾周辺の都市計画・交通計

画に、大きく貢献できると自負している。ここで、最後に、都市と輸出入コン

テナ輸送の在り方に対する一つの提言を述べて、本研究の締め括りとしたい。

輸出入コンテナ愉送は、産業が輸出入に依存する日本経済の生命線であり、

国際社会の一員としての日本と世界各国を結ぶ重要な橋渡しである。現在も、

そして、将来においても輸出入コンテナ輸送なくしては、日本の社会は成り立

たないであろう。ところが、輸出入コンテナ輸送は、海外から導入された輸送

システムであるため、日本の都市や交通の事情に適合するとは限らない。例え

ば、港湾周辺の幹線道路に面した住民にとっては、輸出入コンテナ輸送が極め

て好ましくない存在であることは、疑いを得ない。このように、輸出入コンテ

ナ輸送は、マクロ的に見れば、誰もが肯定すべき対象でありながら、ミクロ的

に見ると、誰かが犠牲になって成り立っている社会システムと考えられる。こ

のジレンマは、ちょうど重化学工業による公害問題が発生した過程に官官似して

いる。終戦後、経済復興の国策として重化学工業が推進された。経済は復活し

たが、都市や社会のミクロな部分から問題が露呈し、日本は公害という大きな

痛手を負うことになった。

愉出入コンテナ輸送も同じではないか、と著者は考えている。事実、日本に

輸出入コンテナ輪送が導入されてから 25年以上たったが、都市施設や地域住

民を対象に実施された、具体的な行動はどれほどあったであろうか。また、研

究活動においても同様で、輸出入コンテナ輸送に関する研究は、ハードウエア

の技術や企業経営 利益を追求したもの以外は、極めて乏しいのが現状である。

著者は、この矛盾に気付き、 6年前に本研究のスタートを切ったのである。

本研究は、繍出入コンテナ輸送に関する基礎研究として、ここに幕を閉じるが、

社会全体としての輸出入コンテナ輸送の在り方に関する議論は、まだ始まった

ばかりである。今、確かなことは、日本の輸出入コンテナ輸送が、将来、都市

や社会の根底から崩れてしまわぬように、英知を積み震ねて努力して行かなけ

ればならないということである。
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付録 1. 輸出入コンテナ輸送に関する用語

1 - 1 . 輸出入コンテナの同義語

国際間のコンテナ輸送を意味する用語には、輸出入コンテナの他、

① 国際コンテナ

② 海上コンテナ

③ 外貿コンテナ

が用いられている。この中で、①は、主として貿易実務用語に用いられ、②は、

海道・港湾における業界の実務用語として用いられている。また、③は、運給

行政の間で多用されている。これらはすべて同意であるが、各分野において経

験的に慣用されている。

これに対して、本研究で用いる輸出入コンテナは、主として学術用語に用い

られている。

1 -2 . 輸出入コンテナの個数の計数方法

輸出入コンテナの個数の計数方法には、

① サイズの区別なくカウントする方法

② 20  f tコンテナ換算個数 (TE Uと記す)

の2つが用いるられている。特に、 TEU単位は、コンテナの個数によって、

総貨物需要等を示すために、港湾統計等でしばしば用いられる用語である。例

えば、 40f tコンテナ 1個は、 2TEUとして数える。

本研究では、前者(①)を個数単位と示し、後者(②)を TEU単位として

区別している。
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付録 2. 本研究で用いた分析データの概要

2 -1 . 輸出入コンテナの内陸流動統計

調査名 国際大型コンテナ圏内流動調査

ヤ

調査主体 日本海上コンテナ協会

調査年度 昭和 58年，昭和 61年

7月の 2日間

調査方法 物流事業所へのアンケート調査

Hサンプル 輸出入コンテナを取り扱う物流事業所によって出荷された

輸出入コンテナ及びその輸送車両(単位;台数， トリップ数)

標本規模 園内全涜動量の約 60-80%

注) 日本海上コンテナ協会に加入していない業者も存在す

るため、正確な母数の規模は把握できないが、港湾出入

統計との比較からから、上記の数字が日本海上コンテナ l

協会によって、示されている(報告書に記載)

』 ー トー

OD分頬 コンテナ埠頭別市区町村地場分類 . 
i 'j '- ~ 内容 物流事業所の一回の出荷時における、①輸出入コンテナ個

数、②コンテナのサイズ、③愉送の依頼者(貨物の荷主)

④貨物の積み替え施設、⑤輸送経路、⑥貨物の品目等、

注)ただし、⑤と⑥については昭和58年度のみ実施された。
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2 -2. 港湾背後圏の輸出入コ ンテナ貨物需要統計

全国輸出入コンテナ貨物流動調査

調査主体 運輸省港湾局

冶一司ー トー一

調査年度 昭和 61年，平成元年

ら一一

調査期間 1 0月の 1ヶ月間

調査方法 税関申告時書類の集計調査

愉出入コンテナの貨物量と価額の集計データ

(単位;トン，万円)

標本規模 園内の全数

注) ただし、個人輸入等の微細なデータは省かれている。
a 

しかし、それを除いても、全体の 99. 5 %以上である 1
q ことが、税関側から指摘されている。

6 

J 『

OD分類 港湾別都道府県別地減分類

一ーー品

川内容 | 愉出入申告時の価格と貨物齢、 OD分類別に集計したも |

のである。内容は、①貨物の品目、②輸送機関、③愉出入棺

手国 (i都道府県集計) 、④貨物の積み替え場所等。

注) この調査では、給出入コンテナの個数やTEU数はー

切把握されていない。
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2 -3. 港湾出入時の輸出入コンテナ個数・貨物量統計 謝辞

「コ」
l

本研究において、東京大学工学部都市工学科教授の太田勝敏先生には、研究

の全般にわたり手厚いご指導をいただくとともに、都市交通計画の基礎知識を

伝綬していただいた。また、同研究室助教授の原田昇先生には、理論面のご指

導をいただき、日々お世話になった。加えて、太閏・原因研究室(旧新谷・太

田研究室)の皆様及び同研究室の関係者の方々には、絶えず励ましをいただく

とともに、研究に協力していただいた。

さらに、日本大学理工学部教綬新谷洋二先生(東京大学名誉教綬)には、都

市における物流問題の基礎知識を、成城大学経済学部教綬阿国滑先生には計量

経済学の基礎知識を、伝授していただいた。

また、東京商船大学においては、西山安武名誉教媛、山田猛敏教媛、高橋洋

二教媛、苦瀬↑専仁助教授の各先生には、絶えず暖かく見守っていただくととも

に、貴重なご助言をいただいた。そして、平野勇助手には本論文の編集等に、

著者の指導学生である嶋野崇文君(修士 2年生)には海外での情報収集等に、

それぞれ協力して頂いた。

この他、土木学会、都市計画学会においては、論文審査・発表時の質疑にお

いて、多数の先生方からご指導 ご助言をいただいた。

ここに、本研究をまとるめことができたのは、ひとえに上述した諸先生方の

ご指導とご助言の賜物であったと、強く感じている。この場を借りて、心より

感謝の気持ちを表したい。

調査名 |平成元年度国際大型コンテナ圏内流動調査

トー

調査年度 |平成元年度

l調査期間|通年

調査方法|港湾局・税関申請種類に対する集計調査

一一一一一寸

サンプル|各港湾の取り扱った輸出入コンテナの個数及び貨物量の合計

(単位;T E U. トン)

|標本幾模|圏内の全数

注) コンテナ埠頭における取り扱い個数・貨物量に相当す

るのでほぼ全数と見なし得る。

IOD分類|港湾別のみ。園内 OD地域分類は示されていない。

」一一一 十

γサ内容 !港湾別の輸出入コンテナ TEU数 トン数

し
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